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Abstract 

This paper examined display format of marine navigation environmental information of ARPA. The 

study deals with next 4 topics: 

(1) The statistical analysis of the relation between dimensions and performance of the ship. 

(2) The estimation method of performance with observation of ship length by ARPA. 

(3) The modeling of risk evaluation indices of the marine navigation environment. 

(4) The effect of display information and voice alarm of the latent and dangerous sea area for supporting of 

navigation. 

Results are as follows: 

(1) The stopping performance of the partner ship can be estimated by the length of the ship observed by 

ARPA. 

(2) The region of the evading navigation was quantitatively modeled by stopping performance and 

approach speed. 

(3) The collision prevention support effect is improved by displaying latent collision risk sea area on the 

ARPA screen and voice alarm. 
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付録船舶の諸元及び操縦性能特性

l． はじ

現在の船舶用自動衝突予防援助装置 (ARPA:

Automatic Radar Plotting Aids)では、警報発生の評

価要素に最接近時間と最接近距離を取り扱っている

為、警報の発生領域は船の大きさや見会い状態に関係

なく一定になる。そして、輻輯海域を航行する内航船

舶では警報の発生頻度が高くなる為、危険目標船舶に

(180) 

対するブザー警報の発生を止めて航行することが多く

在り、衝突事故の発生が懸念されている。

将来的には、 トランスポンダを利用した自動船舶識

別システム (AIS; Automatic Identification 

System) 1)の搭載が実施される予定であるために、 AIS

搭載船については相手船の操船意志や航路計画、諸元

及び操縦性能特性等の航行情報を得ることは可能にな

るが、 AIS装備がSOLAS条約等で義務付けられるとし

ても、全船舶に義務付けられることは想定しにくいか

ら、 AISを装備していな船舶に対しての情報を補完す

る手法が必要である。

したがって、衝突予防支援技術の高度化を図るには、

それぞれの船舶がARPAで相手船の諸元及び操縦性能

特性を推定して、航行の危険性を判断する「航行環境

評価指標」を確立すると共に、避航操船の原点となる

周囲の航行環境状態の的確な把握と避航動作の最適化

が図られる様に支援情報を提供することが重要な課題

となる。

本報告は、「航行支援技術の高度化」（図ー1の実線）

に関わる新しい衝突予防援助方式（「新型ARPA」と言

う）の実用機開発について研究を実施したものである。

即ち、衝突予防援助装置の危険判断要素に相手船の

諸元と操縦性能特性を採り入れて、航行の危険性を判

断する航行環境評価機能を向上すると共に、操船者と

ARPA間の情報伝達手段に音声と画像情報を用いて、

マン・マシン・インタフエースの機能向上を図った。

なお、図ー1の点線の部分は将来構想である。

この新型ARPAでは、従来のARPA機能に加えて、

自船のARPAで相手船の船舶長を測定して、航行の危

険性は船舶の諸元と操縦性能特性で評価して、衝突の

危険性のある船舶の接近や見張りに必要な警報情報

を分かり易い合成音声によって操船者に知らせたり、

また、針路上において他船の侵入を避けて欲しい衝突

の危険性がある避航領域（「潜在的衝突危険海域」と言

.ヽ................... 
S) 

． ． ． 
,．．．．．．．．．．．．．．．．．．』
j 

図ー1 運航の安全確保に関する課題
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う）の情報をARPA画面上に表示して、操船者の見張

り情報処理の負担軽減と情報伝達の効率化を図る機能

を持たせた。

本研究では、始めに、衝突事故の発生原因と操船環

境に関わる問題点の調査を実施した。

次に、 ARPAの航行環境評価指標を提案する際に重

要なパラメータ要素となる、 (1)船舶の操縦性能試験特

性の解析、 (2)ARPAを用いて測定した相手船船舶長の

観測精度調査、 (3)ARPAで測定した相手船船舶長によ

る操縦性能特性の推定、 (4)実船観測データを基にした

避航領域の調査と航行環境評価指標のモデル化及び潜

在的衝突危険領域の表示方式の4項目について検討し

て、新型ARPAの実証機を開発した。

最後に、航行環境の潜在的衝突危険海域情報表示方

式と音声警報指示方式の衝突予防支援効果について評

価して有効性を検証することができたことを報告す

る。

なお、本研究は、航海訓練所、

の共同研究で実施した。

日本無線株式会社と

2. 

在来ARPAの改善対策を示す為、衝突事故の発生原

因と操船現場における航行安全に関わる問題点を調査

した。

2. l 衝突事故の発生原因

衝突事故発生時における相手船の視認状況を把握す

る為、衝突事故発生時における相手船情報の視認状況

データ（海難審判の現状2)' 昭和60年から平成元年ま

での海難審判採決録を基に鍋島氏が解析した資料3)）を

用いて検討した。

衝突事故発生時における相手船の視認状況は、次の

通りである。

①全衝突事故船 (2,314隻）の中で、相手船を視認し

ていた船 (55%)

②相手船を視認した後、避航したが衝突した船

(13%) 

③相手船を視認した後、安全な船と判断して、一度

注意を逸らし、相手船に接近してから衝突の危険

を認識して避航したが衝突した船 (42%)

④相手船を視認していないで衝突した船 (45%)

即ち、衝突事故船の多くは、レーダを搭載している

が、操船者は他船の見張りやその他の作業に気を取ら

れて、相手船を視認していないで衝突した場合が多い。

また、視認していても避航操船の判断に錯誤が生じた

り、相手船に接近し過ぎてから衝突の危険性を認識し

て避航を開始した為、衝突に至っている場合が多い。

したがって、これらの衝突事故を防止するためには、

避航操船に関わる警報と見張り情報、及び、潜在的衝

突危険海域（避航領域）情報を操船者に早期に確実に

伝達する必要があることが分かった。

2. 2 操船者の心理的負担

内航船では、運航要員の少人数化が進み、操船者の

作業負担の増加が懸念されている。

ここでは、操船者の心理的負担が大きな作業項目に

対して支援情報を提供して、作業負担の軽減を図る為、

避航操船時の操船者の心拍数を青雲丸（航海訓練所・

練習船）の航海経路を利用して、実船で調査4)して、操

船者にとって必要な支援情報項目について検討した。

なお、被験者の経歴概要は、年齢46オ、海上実歴16

年5ヶ月、船長実歴1年3ヶ月である。

調査結果は、次の通りである。

a) 操船作業と心拍数の関係

操船作業と心拍数の関係は、各作業項目に対応した

心拍数のピーク値の変動範囲を棒グラフで図ー2.1に

示した。

操船者の心拍数は、避航判断時に上昇することが分

かった。
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操船作業と心拍数の変化

b) 避航操船時の操船者の心拍数

友が島水道において、横切り状態の他船 (500t) 

に対する避航操船時の航跡図を図ー2.2.a)に、操船者

の心拍数の時刻歴を図ー2.2.b)に示した。なお、図一

2.2.a)の自船は黒丸で、相手船は白丸で示している。

図ー2.2から、視界が良い通常航行の操船作業におい

て心拍数の上昇が特に大きいのは、避航操船の判断時

であり、平常値に対して平均26%、最大で45％上昇し

た。また、避航針路変更の指示後は、心拍数が一時的

に平常値に低下することが分かった。

例えば、図ー2.2.b)からは、相手船の接近に伴い、

衝突の危険状態を回避する避航の判断時 (14:06分）に

操船者の心拍数が約30％上昇しており、避航処置の指

示を操舵士に対して行えば、心拍数は平常値に低下す

る。更に、避航後の安全確認時には再度13％程度の上

昇が認められる。

(181) 



4 

一方、この時の操船者（船長）の内省報告では、「他

船が右前方に認められた時から左へ航過するまで平常

状態を上回る緊張が持続していた。」と述べており、こ

の時の精神的負担は心拍数の上昇と一致している。
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a) 横切り船による避航状態
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b) 避航時の心拍数の記録値

図ー2.2 避航操船時の航跡と心拍数の変化

d) 濃霧航行時の操船者の心拍数

漁船が多数操漁する友が島水道で、濃霧航行時の操

船者の心拍数（単位：心拍数／分＝bpm) を図ー2.4に

示した。

操船者の心拍数は、視界が良い平常時には約62から

65、通常の見張り航行時には約70から80であるが、視

界が悪い霧中航行時には平均値で約100、霧中の避航

操船判断時には最大140まで上昇して、狭視界航行時

における操船者の心理的負担は、避航操船の判断時に

特に大きくなっている。

したがって、操船者への支援情報は、心理的負担が

大きい避航操船判断時に、提供することが有効である

ものと考えた。
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図ー2.3 避航操船時の危険評価値と心拍数の関係

C) 心拍数の変化と危険評価値の関係

図ー2.2の航行時における心拍数（外側）の変化と危

険評価値 (CJ値5)：内側）の関係を図ー2.3に示した。

避航操船判断時における操船者の心拍数変化と危険

評価値 (CJ値）との関係は、図ー2.3の相対航跡から

得た危険評価値と心拍数の対応例の如く強い相関が認

められ、危険評価値の大きい避航操船の判断時に、操

船者は緊張して心理的負担が大きくなることが分かっ

た。
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濃霧航行中における操船者の心拍数

2。3 在来ARPAの問題点

在来ARPAの問題点を改善して機能向上を図る為、

操船者に対するアンケート調査と、実船調査を実施し

て検討した。

2. 3. 1 操船者から観た課題と対応

a) 操船者から観た課題

操船現場におけるARPAに関する問題を調べる為、

運航に携わる操船者（日本船長協会、日本内航海運組

合総連合会及び全国内航タンカー海運組合）に対して、

アンケート調査（発送部数： 110部、回収部数： 78部、

回収率： 70%）を実施6)した。

調査の結果は、図ー2.5に示した。

主な要望課題は、次の通りである。

①危険船の認識と衝突危険海域情報の分かり易い情

報表示機能の改善 (16%)

②警報の発生頻度が高く、無駄な警報が多いので、

衝突の恐れがある船舶に関する警報を確実に伝達

する警報機能の改善 (14%)

③狭水域、狭視界域航行時における避航操船判断支

援機能の向上とシミュレーション機能の改善

(6%) 

④小型船・漁船等の識別の改善、他物標への乗り移

(182) 
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り現象の改善、海面反射波除去性能の向上等レー

ダの探知能力の改善 (27%)

⑤FRP船・小型船等に対するレーダレフレクタの設

置義務化 (17%)

⑥ARPAのキーボード配置と操作の簡素化及びボタ

ン配置の統一 (20%)

レ-ダ(/)探知能力(/)改普

◇情報表示機能〇改善
◊v7 レクタ®設置義務it

図ー2.5 操船者から観たARPAの課題

b) 要望課題に対する対応

これらの調査課題に対しては、次の様に対応した。

(1) ソフト的要望課題（①、②、③）

本稿で示す様に新型ARPAを提案して対応した。

(2) ハード的要望課題（④、⑤）

FRP船や小型船等に対するレーダレフレクタの設

置義務化を内航船の近代化委員会研究報告書”で、ま

た、レーダの探知能力の性能向に関してはARPAレー

ダメーカに対して性能向上を提案した。

その後、運輸省の小型船検査機構は、平成6年にFRP

船や小型船に対して、レーダレフレクタの設置義務化

を図った。また、レーダメーカではレーダの捕捉性能

向上を図っているが、まだ、問題が残っていることが

分かった。

(3) ハード的要望課題（⑥）

ARPAレーダメーカ5社に対して、 ARPA操作卓上の

キー数と配置について調査を行った。

調査の結果、操作卓のキー数は、例えば、 20インチ

型ARPAでは24から43個、 28インチARPAでは最大68

個あって、 ARPAの操作性やキーボードの配置がメー

力や機種によって異なる問題があり、操作が煩雑であ

ることが分かった。

したがって、キーボードの配置は、 ARPAレーダの

「基本操作機能」と、「ARPA機能」、「航行援助機能」

に大別すると共に、「航海時に常時使用する操作キー」、

「時々使用する操作キー」、「設定時等に使用するが航

海中にはあまり使用しない操作キー」に分類して配置

する方式をレーダメーカに提案した。

その後、平成9年度に開催されたSEA-JAPANに展示

されたARPAを調査した結果、 ARPAレーダの操作

キーはグループ化されて、操作卓上に配置されている

操作キーの数が少なくなっていることが分かった。

例えば、 28インチARPAの場合、操作卓には航海時

に「常時使用する19個の操作キー」を6グループに分

けて、「時々しか使用しない操作キー」は蓋を被せて配

置して、更に、「使用頻度の低い操作キー」はメニュー

画面にすることによって操作機能の簡素化が図られて

いた。

2.3.2 ARPA警報の課題

在来型ARPAでは、 5種類の警報検出機能を具備し

て、警報の発生はCRT上のシンボル、パネル上のラン

プ、ブザーを併用して行っている。

本研究では、 ARPA警報の発生状況と活用状況を銀

河丸の航海時に調査8)した。

調査の結果、次の問題があることが分かった。

①輻輯海域や狭視界域で生じた複数の見会い状態を

ベクトル情報から瞬時に判断することが困難な場

合もある。

②輻轄海域や狭視界域を航行中の操船者は、操船支

援情報の表示機から離れた場所で目視による見張

り情報の収集や、他の作業を行うことが多い為、

近傍に居ない操船者には重要な警報情報が確実に

伝達しない問題がある。

③操船者は、輻轄海域や狭視界域において目視観測

を継続しながら同時に、相手船の航行状況等の情

報を連続して入手できるシステムを必要としてい

る。

④ARPA警報の中では、ロスト目標警報（捕捉追尾

目標の捕捉状態が追尾不能になることを以下、「ロ

スト警報」と言う。）の発生頻度が高いが。しか

し、潜在的衝突危険船に関するロスト警報は少な

いと言う特殊性もある為、あまり有効に活用され

ていない状況にある。例えば、狭水域航行時にお

いて調査を行った結果、ロスト警報の対象となっ

た船舶の内、潜在的衝突危険目標に関するロスト

警報は約6％で、残りの94％は不要な警報である

為、警報全体に対する信頼性を落とす原因になっ

ている。

2.4 在来ARPAの改善対策

操船者の情報処理能力には限界があるから、衝突事

故を予防するためには、危険な相手船の視認や衝突の

危険性の認識に関する情報をARPAで評価して、文字

や画像情報と音声を用いて航行環境情報の提供を行

い、見張り情報の入手と情報処理を支援して、時間的・

距離的に十分余裕がある時点で避航回避を促すべきで

ある。

したがって、在来ARPAの改善点を次の様に考えた。

(1) 航行環境評価指標

航行環境評価指標要素には、実船調査で得られた避

航領域と船舶の操縦性能特性を取り入れて、航行の危

険性を評価する。

(183) 
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(2) 警報システム

見張りを継続する必要がある危険目標船舶に関する

警報情報は、危険目標の所在位置と見会い状態を合成

音声で確実に伝達して、注意を喚起する。

(3) 危険海域情報表示方式

避航領域に関わる衝突危険海域の情報は、操船者が

見会い状態と避航領域を主観的に把握できる様に

CRT上に映像化する。

(4) ARPA情報の入手方式

見張りを継続している操船者が入手したい各種の情

報は、音声認識用コマンドやコマンドキーで入力して、

危険船の有無や特に危険な船舶の情報を音声警報で提

供できるものにする。

3. 新型ARPA

3。1 新型ARPAシステムの構成

操船者にARPA情報を迅速、かつ確実に伝達して、

避航操船の判断を支援する新型ARPAシステムの構成

を図ー3.1に示した凡

図ー3.1 新型ARPAのシステム構成

新型ARPAシステムは、従来のARPA機能に航行環

境評価機能を加えて、衝突の危険性のある船舶の接近

や見張りに必要な情報を合成音声警報によって操船者

に知らせたり、衝突を避けるために必要な潜在的衝突

危険領域の情報をレーダ画面上に表示して、操船者の

情報処理負担の軽減と情報伝達の効率化を図った。

システム各部の概要は、次の通りである。

(1) ARPAデータ入力部

航法インタフエースを介して、 ARPAデータを入手

して、捕捉目標の船舶長を測定する。

(2) 航行環境情報解析処理部

自船と他船の位置関係や見会い状態から航行環境評

価指標で航行の危険性を評価して、危険目標船、又は、

ロスト目標を検定した上で、警報対象船を判定する。

(184) 

更に、警報指示対象船に対しては、旋回動作に伴う

航過距離、衝突位置、潜在危険海域危険度、見会い状

態等の解析を行う。警報指示部のアルゴリズムを図一

3.2に示した。

1 

叫現在危険度指数＝L4
現在危険度指数＝Ls

I 

頃戟をさ:.¥..::

現在危験度指蒙＞L•
現在危険度指数＞Ls

図ー3.2 警報指示部のアルゴリズム

(3) 画像情報支援部

音声情報と平行して、潜在的危険海域（閉塞度指数

又は危険度指数の等高線図）、船首危険度、旋回危険度

と警報対象船のシンボル、数値、文字、図表情報をCRT

上に表示する。

(4) 音声・キー入力情報認識部

操船者が特定船舶についての情報を連続的に入手し

たい場合や、危険な船舶の有無を知りたい場合に限定

して、リクエスト船に関する入手したい情報の種類を

音声認識用マンド、又はコマンドキーで選択して、応

答情報は合成音声で提供する。

なお、音声認識用コマンド入力の場合は、使用する

人があらかじめ自分の声でコマンドを登録して、初期

設定を行い使用する。

(5) 音声情報支援部

音声情報の内容の語彙リストを警報の種類、他船の

位置関係、見会い関係等のデータを基に、計算機上に

構成した語彙分類アルゴリズムで編集する。また、合

成音声による情報は、語彙リストと音声単語辞書の索

引から音声単語データを取り出して音声で出力する。

3. 1. 1 衝突危険海域情報

新型ARPAでは、 ARPAで観測した相手船の船舶長
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と速度データを基に、自船と相手船の接近速度に対す

る操縦性能特性を推定して、航行海域近傍の潜在的衝

突危険度を評価した。

そして、危険船舶に対する警報は、合成音声で航行

状態を指示すると共に、潜在的衝突危険度の等高線領

域（潜在的衝突危険海域）情報と衝突地点までの危険

度の時間的変化、及び、変針動作に伴う危険の予測値

をARPA画面に、写真ー3.1の様に表示した。

表示画面の内容は、次の通りである。

(1) 衝突危険海域情報

写真ー3.1.a)の画面中央は横切り船、停止船、反航

船、また、写真一3.1.b)は反航船と同航船による潜在

的衝突危険度の等高線海域を赤色で示している。

a) 横切り船・反航船・停止船

b) 反航船・同航船

写真一3.1 新型ARPAの表示例

(2) 針路情報

画面右側は、

上段：縦軸に最接近時間、横軸に潜在的衝突危険度

として、針路上の危険度の時間的変化を示す。

中段：縦軸に最接近時間、横軸に変針角度として、

衝突危険海域の避航方位を示す。

下段：縦軸に最接近距離、横軸に変針角度として、

変針動作に伴う最接近距離の予測値を示す。

(3) 警報文字情報

画面中央下段の文字情報は、合成音成警報の文字情

報を示す。

したがって、操船者は針路上の潜在的衝突危険度が

大きくならない時期に、この画像情報の潜在的危険領

域を避ける様に針路を採れば安全に航行できる。

3. 1. 2 音声警報情報

合成音声を用いた見張りと警報情報の提供におい

て、曖昧な情報の伝達と判断錯誤は、重大な衝突事故

につながる可能性があるため避けなければならない。

したがって、音声用語は、「聞き取り易い・情報が

確実に伝達する・情報が一部欠落しても情報の内容が

容易に判断できる」ことが重要である。

見張り警報において、他船の見会い関係は、海上衝

突予防法に基づいてモデル化した。

例えば、音声警報では、注意喚起音に続けて、目標

船舶の航行状態を次の様に指示する。

「右舷 30度 4マイルニ横切リノ接近船

有リ」

「右舷 30度 3マイルノ横切リニ注意

TCPA 4分」

「ロストターゲット発生右舷 25度 2マイル

ノ 横切り船」

3. 1. 3 音声によるARPA情報の入出力

見張りを継続している操船者が入手したい各種の情

報は、音声認識用コマンドやコマンドキーで入力して、

危険船の有無や特に危険な船舶の情報を音声警報で提

供する。

例えば、操船者の音声認識用コマンド、又はコマン

ドキーによる問いかけに対してARPAは、次に示す様

に合成音声で応答しで情報提供する。

危険船は？ ー＞ 危険船は 2隻有ります。

1番船は？ ー ＞ 右 舷 20度 3マイルノ

横切 り 船 、 TCPA 3分、

DCPA 0.1マイル

方位は？ ー＞ 方位 22度

3. 2 航行環境評価指標

操船者は、航行の安全性を判断するために、レーダ

や目視観測等で相手船の大きさや速力等を推測して、

長年の実務経験から相手船の諸元及び性能特性を推定

し、避航開始時の時間的・距離的余裕や最接近点航過

時の船舶間離間距離の余裕を判断要素にしている。

新型ARPAでは、この様な操船者の判断プロセスに

基づいた航行瑣境評価モデルの下に、警報レベルや避

航操船領域の決定に必要な判断要素データを得る為、

ARPAで相手船の船舶長と速力を測定して旋回性能特

性を算出し、それに基づいて、航行の衝突危険度を評

(185) 
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価する避航領域を決定した。

3. 2. 1 航行環境評価指標モデル

a) 避航領域の概念図

避航領域の相対座標上概念図を図ー3.3に示した。

避航操船時の操船判断要素としては、避航開始時の

相対ベクトル方向の「避航距離」と、衝突の見会い関

係を回避した後において自船と相手船がすれ違う時の

離間距離（「航過距離」と言う）の余裕が重要である。

したがって、避航領域は、避航対象船が存在する相

対ベクトル方向の避航距離分布と最接近点を航過する

船が侵入を避ける航過距離分布について解析して、避

航危険領域距離と避航十分領域距離をモデル化した。

-
I
I
I
●

9

}

 

．．．． 
十
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T
：‘,‘ 

9
9
9
9
9
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図ー3.3

VT 

相対避航領域の概念図

b) 用語の定義

避航領域の解析に関わる用語は、次に定義した。

①避航危険距離：避航対象船が侵入しない避航距離。

②避航十分距離： ARPAで避航対象船を捕捉追尾し

始める十分余裕のある避航距離。

③航過危険距離：航過時において自船近傍で他船が

侵入しない航過距離。

④航過十分距離：航過時の航跡数頻度分布が減少し

始める航過距離。

⑤避航領域は、被験船近傍の「避航危険領域距離」

と、避航領域の外側の「避航十分領域距離」で構

成した。また、相対ベクトル方向の潜在的衝突危

険船による避航距離は「避航危険距離と避航十分

距離」、相対ベクトルに対して横方向の最接近点航

過時の離間距離に関わる航過距離は「航過危険距

離、航過十分距離」とした。

(186) 

⑥避航対象船は、相手船の相対ベクトルが被験船に

向かっていて、相対ベクトルと相手船の相対方位

との仰角が士10度以内にあって、最接近距離

(DCPA : Distance of CPA、CPA;Closest point 
of Approach)が0.2nm以下の航行状態にある船と

した。

C) 避航領域指標

航跡データの解析の結果、避航領域は、接近速度及

び操縦性能特性と相関があることが分かったので、接

近速度と旋回性能特性で数式化した。

航行環境評価指標に関わる相対座標上の避航領域

（避航危険領域距離； DLと避航十分領域距離； DM)
は、旋回縦距離； DA(LK、Vs)、相手船の相対方位；①恥

相手船の相対方位と相対ベクトル方位の仰角； ①BSと

して、式 (3.1、3.2)で定義した。

DL=CLA. DA(LK、Vs)• [1 + a • I Sin（侶）I]・ [1 + 
kLA • (Cos（叫s))n] (3.1) 

DM=CMA. DA(LK、Vs)・ [1 + kMA • (Cos（叫s))n]

(3.2) 

避航領域のパラメータは、

• DiLKヽVs)；換算船舶長LKと接近速度Vによる旋回

縦距離

•DA(Lw、 Vs) ；換算船舶長Lwと接近速度V による旋回
縦距離

・Lo;自船船舶長、 Lr;相手船船舶長

．換算船舶長； LK=/<L。2十Lr2)／2、

Lk170=J (L。2+Lrmo2)／2、Lw=Lo+Lr
• Vs=Vso+ VsT(kts)；接近速度、 (V。；自船速度、

VT；他船速度、 Vso=VoCos（叫）、 VsT=VTCos（屯叫、
Vso~O、 VsT~o)、 Vsoo; 衝突針路上の接近速度

• ①BS＝①B-叫ー冗、①BT＝①B―①T一冗(rad)、

（伽；相手船の針路、①B;相手船の相対方位、

侶；相対ベクトル方位）

• a；避航領域の見会い状態係数、 n；定数

• CLA；航過危険距離係数、 CMA；航過十分距離係数、

CNA；避航十分距離係数

• KLA=CDA • DA(Lw、Vsoo)/(CLA• DiLK、Vsoo))-1
• k MA=CNA • DA(LK170、Vsoo)/(CMA• DA(LK、Vsoo))-1
とした。

なお、接近速度； Vs、相手船舶長； Lr、相手船針

路；①T、相手船の相対方位と相対ベクトル方位の仰角；

①BS等のデータはARPAで測定して得た。また、避航領

域の見会い状態係数a=0.2、定数n=6である。

d) 衝突危険度指標

避航操船の危険性を表す評価指標の衝突危険度は、

避航領域上の避航確率に対応していて、避航確率は避
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図ー3.4 航跡数頻度分布と避航確率

航領域上の航跡数累積頻度の大きさに対応しているも

のと仮定した。

即ち、避航航跡数頻度分布（図ー3.4.a)）の航跡数

累積頻度（図ー3.4.b)) は避航確率に対応しているも

のと考えた。なお、図ー3.4は、接近速度が17.5ktsに

おける分布を示す。

避航確率は、現在の相対距離；恥に対する避航危険

領域距離； DLP、避航十分領域距離； DMP、最接近点航

過時の最接近距離；民に対する避航危険領域距離；

DLC、避航十分領域距離； DMcとして、避航操船の危険

性を表す評価指標の衝突危険度；恥は式 (3.3) と式

(3.3')で定義した。そして、式 (3.3) は危険海域表

示情報の指標として、式 (3.3'）は警報判定の指標と

して用いた。

（ 
(DMP-RP) 

B戸 2.100 : (DMP~Rp~DLP) (3.3) 
(DMP-DLP) ） 

B戸 100: (Rp~DLP)、 B1=0: (DMP~Rp) 

(DMP-RP) • (DMc -Re) 
B戸 •100

(DMP-DLP) • (DMc-DLc) 

: (DMP~Rp~恥 AND DMc ~Re~ DLC) 

B戸 100:(Rp~DLP AND Rc~DLC)、

Br=O: (DMP~RP AND DMc~Rc) 

(3.3') 

3. 2. 2 航行環境評価要素の解析方法

航行現境評価指標要素の検討は、以下の4項目につ

いて行った。

(1) 船舶の操縦性能試験特性の調査

航行環境評価要素の旋回性能及び停止性能と船舶長

及び速度の相関は、操縦性能試験データを基に解析し

た。

(2) ARPAを用いた船舶長の観測精度の調査

船舶操縦性能特性を推定するためには、相手船舶長

と速力のデータが必要であるので、 ARPAで相手船の

船舶長を測定する手法と観測精度について検討した。

なお、速カデータは在来ARPAで出力されている。

(3) ARPAで測定した船舶長による操縦性能特性の

推定調査

ARPAで測定した相手船の船舶長と速力で、旋回縦

距離と停止距離を推定した誤差について検討した。

(4) 避航領域の実態調査

実船調査で収集した船舶の航跡データを基に、避航

領域と接近速度及び旋回縦距離の関係を解析して、避

航領域と航行の衝突危険度指標をモデル化した。

以下、航行環境評価要素の解析結果について、記述

した。

3. 2. 3 船舶の操縦性能試験特性

接近する船舶に対して、逆転制動をかけたり変針し

ても、衝突を避けることのできない衝突回避限界10>,11) 

があり、操船者は見張りで船の形状や速力の情報を入

手して、船舶の操縦性能特性を避航操船の判断要素に

している。したがって、安全な避航操船を行うために

は操縦性能特性を把握する必要がある。

ここでは、船の長さ及び速力と操縦性能試験特性（旋

回縦距離、停止距離）の関係を操縦性能試験データを

基に調べた。また、船舶の諸元と他の操縦性能特の関

係については付録に添付した。

a) 操縦性能試験データ

操縦性能試験データ 12)は「船舶整備公団船； 183隻」、

「全国内航タンカー海運組合所属船； 85隻」、「日本内

航海運組合総連合会所属船； 52隻」の協力により、速

力試験、操舵試験、前後進試、惰力試験、旋回試験験

等に関する操縦性能試験データ (320隻）の提供を得

た。

これらの船は日本船舶の船種の内、油槽船、鉱撤船、

貨物船、旅客船の部分を占めている。

なお、ここでは、相関係数； rは2変数間の直線的

な関連性の強さの指標として、 t値13)、*）、は偏回帰係

数（説明変数）の有意性の検定指標として、また、重

回帰式についてはダービン・ワトソン比； D.W13)、＊＊）を

示した。

*) t値は、回帰式に対して標本分布が正規分布に

従う度合いを調べる統計的検定指標として使用さ

れる。

＊ ＊）ダービン・ワトソン比は、重回帰式における

(187) 
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観測値Yiと重回帰式で求めた推測値；乙との差；

Ei=Yi―ziと置いて、 D.W=[(E2-E1)2+(E戸

E2)2 0 • (EN-E正 1)2]/(E砂＋E砂..E潤で与えて、

有意性の指標として使用される。

b) 船舶の操縦性能特性の概要

l) 旋回性能特性

定常旋回径； D叫こついて文献14)では、△；排水容積

与L・ d ・ B(m3)、AR;可動部舵面積 (m2)、o;舵角

(deg)、CN、K3；パラメータ与(L/B)/CB、/3；速度修

正項(V!/L)、L;船の長さ (m)、B;型幅 (m)、d; 

船の吃水 (m)、CB;舵面積比、 v;速力 (kts) と置

いて、実験式 (3.4)で与えているが、航行時にはこれ

らの要素データが変化する為、厳密な推定が出来ない。

DTo=2~• • •{3 l(AR • CN • Cos 6) (m) (3.4) 

2) 停止性能特性

停止性能特性について文献14)、15)では、停止距離； Ds、

排水量； △（Mton)、満載時の方形係数； Cb、機関出力

馬力； HP(Ps)、後進発令時の速力； Va(kts)として、式

(3.5)の推定式で表しているが、データの分布形状が

正規分布とは異なるために厳密な推定が出来ないこと

を示している。

Ds½3Va213 .• 112. c戸／HPl/4 (m) (3.5) 

衝突予防援助装置の航行環境評価指標の要素データ

として使用する操縦性能特性を把握するためには、船

上で要素データを入手できることが重要であるが、航

海時に他船に関する要素データ（船の形状、機関出力、

排水量、吃水、舵角）を得ることは困難であるので、

式 (3.4、3.5)は使用しなかった。したがって、諸元と

操縦性能試験特性の関係を調べた。

C) 諸元と操縦性能特性の相関

操縦性能特性（旋回縦距離、停止距離）と船舶の長

さ及び速力の関係は、操縦性能試験データを基に求め

た。

l) 旋回縦距離

旋回縦距離と全長及び速力の関係を図ー3.5.a)、b)

に、また、旋回縦距離； DAは船舶長； L(m)、速力；

V(kts)として、式 (3.6) に示した。

logDA=0.892 • logL+0.631 • logV-0.016 (m) 

(3.6) 

式 (3.6)の重相関係数と偏回帰係数の t値及びダー

ビン・ワトソン比は(rs=0.88、tL=10、tv=15、D.W=

(188) 
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図ー3.5 旋回縦距離特性

1.71)である。

2) 停止距離

停止距離と全長及び速力の関係を図ー3.6.a)、b)に、

また、停止距離； Dsは式 (3.7) に示した。

log Ds= 1.253 • logL+0.351 • logV +0.0035 (m) 

(3.7) 

式 (3.7)の重相関係数と偏回帰係数の t値及びダー
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薦梅遼力 (kts)

b) 速力と停止距離の関係

図ー3.6 停止距離特性

100 

図ー3.7

操縦性能試験停止距離 (m)

b) 停止距離の推定

操縦性能試験特性と重回帰式推定操縦性能特性

ビン・ワトソン比は (rs=0.93、tL=17、tv=lO、D.W

=1.36)である。

3) 操縦性能試験特性と重回帰式で推定した操

縦性能特性の関係

推定式の妥当性は、操縦性能試験値と操縦性能試験

のL、Vを用いて重回帰式で計算した推定値（旋回縦距

離：図ー3.7.a)、停止距離：図ー3.7.b)）の関係を示し

た。

例えば、図ー3.7.a)の横軸は操縦性能試験の旋回縦

距離、縦軸は重回帰式による旋回縦距の推定値を示す。

分析結果は、次の通りである。

①旋回縦距離の重回帰式 (3.6)のダービン・ワトソ

ン比； D.Wは、停止距離（式 (3.7))の値に比較

して大きい。即ち、推定精度は式 (3.6)の方が高

いので、航行環境評価指標の規格化要素としては

旋回縦距離を採用した。

②実船の操縦性能特性は、船種や積載重量によって

変化する。また、推定値は平均を表しているので

分散誤差が生じる。したがって、将来的にはAIS

を利用して正確な操縦性能特性を把握する必要が

ある。

3.2.4 ARPAを用いた船舶長の観測精度

衝突予防援助装置の航行環境評価指標要素として

は、船舶の操縦性能特性を考えているので、 ARPAで

(189) 
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相手船の船舶長を測定して旋回縦距離と停止距離を推

定する必要がある。

したがって、新型ARPAでは船舶長を測定する機能

を新しく改造して付加した。

ここでは、 ARPAレーダを用いて測定した相手船船

舶長の観測精度について検討した。

なお、相手船の船舶長を測定する方法として画像情

報を用いた試み1”はあるが実現していない。

a) レーダ性能特性の概要

船舶レーダは、電波を用いて目標物の距離と方位を

知る装置であり、文献18)を引用するとレーダ電波の受

信反射電力と距離分解能は、次の様に与えている。

レーダ電波の受信電力；恥は、レーダの送信出力；

PT、送受信アンテナの利得； G、レーダ目標の有効反

射面積； S、電波の波長；入、目標物までの距離； Rと

して、式 (3.8)で決まる。

凡＝PT• G2．入2• S/[(4冗）s.R4] 

r =150て

(W) (3.8) 

レーダの最小距離分解能； r(m) は、パルス幅；

て (μsec)で決まる。

(m) (3.9) 

通常、 ARPAレーダでは使用レンジによってパルス

幅を変えている。今回の場合、パルス幅は、 3nmレン

ジ(1Nautical Mile : lnm=1852m)では T=0.2μsec、

6nmレンジでは T=0.6μsecを使用している。

したがって、最小距離分解能は、 0.2μsec幅パルス

では約30m、0.6μsec幅パルスでは約90mになる。

b) 実船調査の概要

船舶長の観測調査は、「銀河丸」（航海訓練所•練習
船）と、サンフラワー・フエリ「こがね丸」（関西汽

船株）を利用して、大阪港と東京港で沖待ちをして

いる停泊時に実施した。

ARPAデータは、新型ARPAの実証機の信号処理部

に相手船船舶長の測定出力部を付加する改造を行うこ

とにより、図ー3.8に示す出カフォーマットで、 3秒毎

に収集した。

実験は、次の2項目に分けて行った。

(1) ARPA機能の感度特性

ARPA機能の感度特性に関する実験では、同じ航行

状態を再現する必要性があるので、レーダ信号記録装

置で航行中に記録したレーダ信号データを再生して、

感度レベルを調整した場合の観測船舶長の変化傾向を

調べた。

(2) 船舶長の観測精度

船舶長の観測精度は、 ARPAレーダで測定した相手

(190) 
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図ー3.8 ARPAのフォーマット

船の船舶長（「観測船舶長」と言う）と、目視観測で確

認した船舶名から船舶明細書19)、20)で調べた全長（「実船

舶長」と言う）を比較して調べた。

c) ARPAレーダの感度特性

ARPAで観測した船舶長は、海面反射波信号（シー

クラッタ）レベルの調整、受波信号の増幅利得（ゲイン）

レベルの調整、パルス幅の切り替え等の要因で変化す

るので、これらの感度特性の調査は、パルス幅が (T

=0.2μsec)の状態で行った。

l) シークラッタ特性

シークラッタ特性の実験は、ゲインレベルを

(GL=lO) に設定して行った。

シークラッタレベルを (SL=l,...__,5)の範囲で調整し

た場合の観測船舶長の変化を図ー3.9に示した。

図ー3.9において、シークラッタレベルがSL~5の条

件下では1nm以上における観測値が実船舶長に対し

て大きくなるが、 1nm以下における観測値は実船舶長

に対して小さくなることが分かった。

即ち、海象が荒れて海面反射が大きい時にはシーク

ラッタを抑制する様にSLレベルを上げて使用するが、

SLが大きい (SL=5)の場合でも、自船から1nm以上

の距離では測定誤差が小さくなり有効である。また、

1nm以下の距離では全体的に測定値が小さくなる傾



船舶技術研究所報告

゜

270 

270 

a) 相対航跡

図ー3.9

90 

第37巻

300 

200 

第4号 （平成12年）研究報告

-
0
 ゚

13 

b) シークラッタレベル(SL)による観測値の変化

シークラッタレベルと観測船舶長の関係

゜

90 

(E)叫
謡
縫
震
瓢

300 

200 

100 

L=t:1印叫握室値） ： ■SL=1 

9 ▲SL=2 

: ♦SL=3 
ヽ·················~····················i······ ●SL=4・ 

： 
: OSL=S 

: ： 

相 ー 距

2
 

3
 

L-10加（握定値） ： ●GL=11 

； ●Gl=9 

； ： ▲GL=7 

·················~....................~..... ．疇GL=5

！ 

-
0
 ゚ ー 対 距

2 

離(NM)

3
 

a) 相対航跡 b) ゲインレベル(GL)による観測値の変化

図ー3.10 ゲインレベルと観測船舶長の関係

向があるので、安全性向上の観点からは自船から1nm

以上の距離で測定した船舶長データを使用する必要が

ある。

2) ゲイン特性

ゲイン特性の実験は、シークラッタレベルを (SL=3)

に設定して行った。

ゲインレベルをGL(=5"-'11) に調整した場合の観

測船舶長の変化を図ー3.10に示した。

図ー 3.10は、ゲインレベルGL~7の条件下ではlGL

当たり約6％滅少して、観測誤差は小さくなるが、 (GL

>9)では利得が飽和状態になって観測船舶長値が緩

やかに増加することが分った。

したがって、通常はゲインレベル (GL>7)で使用

していて、船舶長は大き目に観測されているので、安

全性の観点からは船舶長データとして有効に使用でき

ることが分かった。

d) 船舶長の観測精度

船舶長観測時のARPA機能は、観測時の海面反射状

態を考慮して、「こがね丸」では (T=0.2 μ. sec、レン

ジ＝3nm、SL=3、GL=9)、「銀河丸」では (-r=0.6μ.

sec、レンジ＝6nm、SL=6、GL=lO) に設定した。

観測調査で船名を確認した船舶数は、 0.2μ. sec幅パ

ルスを用いた調査では47隻、 0.6μ.sec幅パルスを用い

た調査では117隻であった。

調査対象船名の実船舶長と観測船舶長及び観測誤差

の関係は、 0.2μ. secパルスで測定した例を表ー3.1に示

した。

1) 0.2μsec幅パルスによる観測精度

実船舶長と観測船舶長の関係を図ー3.11に、また、

実船舶長； Lo(m)に対する観測船舶長； Lk(m)の回帰式

は式 (3.10) に示した。

LK=0.76L。+42.41、 a ＝士32.55 (m) (3.10) 

(191) 
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表ー3.1 実船舶長と観測船舶長の比較（パルス幅： 0.2μsec)

般名
実L船o(組m長) 観Lk測鉛(m組)長 彎り潤(誤m圭) 青Ds疋(Lo愕)Jl 距D離s((mLk)) 推O定s(誤m)差餡細D長s/比L 

1祖榮ヌI. 71 92 21 420 544 124 1.7 
2 36 65 29 228 412 184 5.1 

］ ， 

37 73 36 202 399 197 5.3 
54 95 41 342 602 260 4.8 
75 101 26 507 682 176 2.3 
39 86 47 195 430 235 6.0 
37 70 33 185 350 165 4.5 
45 86 41 266 508 242 5.4 
124 129 5 838 871 34 0.3 

10 90 117 27 608 790 182 2.0 
11 56 100 44 378 676 297 5.3 

164 179 
315 8 1空202 噸 113 0.7 

37 75 208 5.6 
58 70 12 31 7 382 66 1.1 
46 94 48 251 514 262 5.7 
54 84 30 319 496 177 3.3 
43 69 26 290 466 176 4.1 
105 126 21 752 902 150 1.4 
52 66 14 284 361 76 1.5 
40 83 43 254 526 273 6.8 
65 73 8 610 685 75 1.2 
65 103 38 465 737 272 4.2 
34 67 33 170 335 165 4.9 
64 97 33 378 573 195 3.0 
75 113 38 475 71 6 241 3.2 
24 71 47 131 388 257 10.7 
42 82 40 266 520 254 6.0 
47 87 40 257 475 219 4.6 
33 72 39 209 456 247 7.5 
36 67 31 197 366 169 4.7 
72 102 30 486 689 203 2.8 
115 116 1 955 964 8 0.1 
38 69 31 171 311 140 3.7 
54 61 7 342 387 44 0.8 
47 88 41 257 481 224 4.8 
41 80 39 260 507 247 6.0 
35 57 22 236 385 149 4.2 
65 87 22 384 514 130 2.0 
115 113 -2 997 980 -1 7 -0.2 
硲 79 36 290 534 243 5.7 
34 57 23 497 833 336 9.9 
34 57 23 497 833 336 9.9 
61 54 -7 412 365 -47 -0．8 
83 112 29 594 802 208 2.5 
100 117 

＂ 
903 1,057 154 1.5 

117 154 37 972 1,279 307 2.6 
150 156 6 1,459 1,517 58 0.4 

I全：27.6 179 3.8 

なお、図ー3.11では（鎖線：距離分解能(30m)、実線：

観測船舶長の回帰直線）を示す。

次に、観測船舶長誤差と実船舶長の関係を図ー3.12

に、また、実船舶長に対する観測誤差； LD(m)の回帰

直線（鎖線）式は式 (3.11) に示した。

300 

一回帰直線

＾ E 200 

-̀
100 

。。
100 

パルス幅： 0.2μ sec 

30 m) 

．．．．．．．．． 

ヽ

200 

100 

。
饂。

2鴎
(m) 

図ー3.120.211secパルスによる観測船餡長誤差と実船舶長の関係

LD=-0.23L。+42.41、 a=士32.55 (m) (3.11) 

観測誤差の最大値は一7m~48mの範囲にあり、平

均値は27.6mである。

2) 0.6μsec幅パルスによる観測精度

観測船舶長と実船舶長の関係を図ー3.13に、また、

実船舶長に対する観測船舶長；LKの回帰式は式 (3.12)

に示した。

LK=0.49L。+102、a=土24.6

観測値は、小型船では実船舶長より大きな値になる

が、 90m以上の船では実船舶長と等しくなる傾向が認

められた。

なお、図ー3.13では（鎖線：距離分解能(90m)、1点

鎖線：観測船舶長の回帰直線、白丸(0)：在来船、黒丸

：高速船）を示す。

200 

゜

パルス幅： 0.2μ sec 
・----..。回帰直線

1OO 300 

(m) (3.12) 

---：璽偏直縁 - --：犀離分解饂釦） ／ 
●富逮艦 パルス幅： 0.6p, sec 

2噸］

(m) 

洟如

図ー3.11 0.2μsecパルスによる観測船舶長と実船舶長の関係

(192) 

゜
100 200 300 

図ー3.13 0.6μsecパルスによる観測船舶長と実船舶長の関係
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2OO 

1OO 

゜

パルス幅： 0.6p,蕊 C ー：回舞直糠

●富逮艦

ー100

゜
100 200 300 

図ー3.14 0.6μsecパルスによる観測船舶長誤差と実船舶長の関係

次に、観測船舶長誤差と実船舶長の関係を図ー3.14

に、また、実船舶長に対する観測誤差； LDの回帰式は

式 (3.13) に示した。

LD=-0.5L。+102、a ＝土24.9 (m) (3.13) 

観測誤差は、実船舶長が約100m以下の船では約（距

離分解能一実船舶長）の範囲で、小型船ほど大き目に

測定されるが、約100m以上の船では誤差が小さく

なって、実船舶長に近い値を測定している。

3) 観測距離と観測誤差の関係

観測距離に対して観測船舶長が小さくなる領域は、

自船の近傍約1nm以内にあり、 1nm以遠では実船舶長

に対して観測船舶長が大きく、観測誤差はほぼ一定に

なっている。

この傾向は、

る。

シークラッタの感度特性と一致してい

Positionning System)が普及した現在においては

自船位置はGPSで確認できるので、 ARPAでは約

10nmまでの他船情報が有れば十分である。

3.2.5 ARPAによる操縦性能特性の推定

新型ARPAの航行環境評価指標の避航領域を判断す

る要素の操縦性能特性（旋回縦距離と停止距離）は、

ARPA（レーダパルス幅； 0.2μ.sec)で測定した相手

船舶の速力と船舶長で推定した。

推定方式の妥当性を比較する為、観測船舶長と速力

で推定した操縦性能特性（旋回縦距離； DAK、停止距

離； DsK) と、船名から船舶明細書で調べた実船舶長

と速力で求めた推定値(DAo、Dso)の関係を、図ー3.15.a)

(
E
)
薔
幽
蓬
回
擬
順
編
羞
ー
栗
瞬

1000 

500 

パルス幅： 0.2μ sec 
—回帰直線

9 9 9 9 9 9 9 9 

r-o 。 500 1002l 

実船舶長推定旋回縦距離 (m)

a) 旋回縦距離の推定

e) まとめ

解析の結果は、次の通りである。

①シークラッタレベルは、通常、海面反射信号の受

信状態によって適宜変えて使用するが、 SL~5の

範囲であれば、船舶長データとして有効である。

また、自船の近傍 (1nm以下）では観測値が小さ

くなるので、安全性の観点からは1nm以遠のデー

タを使用する必要がある。

②ゲインレベルは、 GL~7で使用すれば船舶長が大

き目に測定できるので、安全性の観点からはGL~
7で使用する必要がある。

③ARPAレーダのパルス幅は、現在はレンジ毎切り

替えているが、将来的には10nmレンジまで、 0.2

μsecを使用する必要がある。

即ち、従来のARPAレーダでは、レンジを拡大

してレーダ画面上で、陸地と自船の航行位置関係

を確認する必要があったが、 GPS(Global 図ー3.15

パルス幅： 0.2/.1sec
一回帰直線

1訓孤り 2000 3038 

(m) 

b) 停止距離の推定

観測船舶長と速力による操縦性能特性の推定

(193) 
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（旋回縦距離）と図ー3.15.b)（停止距離）に示した。

なお、図ー3.15.a)の横軸は実船舶長による推定値の

旋回縦距離、縦軸は観測船舶長による推定値の停止距

離を示す。

推定値（旋回縦距離； DAR、停止距離； DsK) の回帰

式は、実船舶長による推定値（旋回縦距離；DAo、停止

距離； Dso) として、式 (3.14、3.15) に示した。

DAK=0.87DAo+89.l、 a＝土109.11

DsK=0.88Dso+ 229.4、 a=土229.92

(m) 

(m) 

(3.14) 

(3.15) 

図ー3.15によると、観測船舶長による推定値（旋回

縦距離； DAK、停止距離； DsK) の平均誤差は、実船舶

長を用いた推定値に比較して、旋回縦距離では約66m

(1.4L)、停止距離では約230m(4.SL)大きい。

推定結果は、次の通りである。

①ARPAレーダのパルス幅が0.2μsecの場合、観測

船舶長誤差は約30mであることを考慮すると、操

縦性能特性は安全側に推定できるので、本推定法

は有効である。

②避航領域の規格化要素としては、旋回縦距離を採

用した。

3. 2. 6 避航領域の実態調査

航行環境評価指標要素の避航領域は、実船調査で観

測集積した船舶航跡データを基に、解析した21)、22)0 

a) 実船による航跡データの調査の概要

航跡データの調査方法は、次の通りである。

l) 調査期間

航跡データの実船調査は、平成元年から6年度と平

成11, 12年に「銀河丸」（主要な諸元： LXBXD=llO

m X16m XlOm、ふ＝4,888t、航海速力： 17kts)

で、また、平成7年から9年度に「こがね丸」 (LXBX

D= 150m x 25m x 13m、G戸 9,684t、航海速力

=23kts、関西汽船•株）で、被験船に搭載してある Xバ
ンドのレーダARPA(JAS-800C、JMA-8263-7CA)を

利用して実施した。

2) 調査海域

調査海域を図ー3.16に示した。

― 9 I -----
戸／

;;,，，，9、[＇：言三二
図ー3.16

航行海域における被験船の主な航行時間帯と平均速

力は、次の通りである。

沿岸海域：「銀河丸」は昼間における中速航行(17kts)

輻鶴海域：「銀河丸」は昼間における低速航行(13kts)

狭水道域：「こがね丸」は夜間における高速航行

(23kts) 

3) 航跡データ

ARPAデータの時刻歴例を図ー3.17に示した。

自齢： 18.6kts
伽船； l2.6kte 

相対航跡図

図ー3.17
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ARPAデータの時刻歴

実船調査の航行海域

航跡データの航行海域における捕捉追尾回数分布

は、次の通りである。

全航跡データの捕捉追尾回数は、沿岸航行海域；

240,498回、輻轄航行海域； 146,341回、狭水道航行海

域； 430,309回である。また、潜在的衝突の危険性が

ある避航対象船が捕捉データ全体に占める割合は約

10％である。更に、避航対象船の接近方位分布は、航

行海域の平均値で示すと船首方位； 80%、前横方位；

18.1%、後横方位； 1.1%、船尾方位； 0.7％である。

なお、この避航対象船による航跡数頻度分布は、避

航距離の解析で使用した。

4) 避航領域の解析項目

避航操船時の操船者は、相対ベクトルが衝突針路上

にある時は避航開始時の距離的・時間的余裕を、また、

衝突の見会い関係を回避した後は自船と相手船がすれ

違う時の離間距離「航過距離」の余裕を判断要素にし

ている。

したがって、避航領域の解析は、衝突の危険性のあ

る避航対象船が存在する相対ベクトル方向の避航距離

（危険距離、十分距離）と、自船近傍を航過する時に

他船の侵入を避ける航過距離（危険距離、十分距離）

について行った。

なお、避航領域の解析では、航跡数頻度が5％以上

(194) 
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の分布データを取り扱った。

5) 避航領域の規格化指標

操縦性能特性と速度依存性を図ー3.18に示した。

避航操船時の判断要素には、旋回縦距離； DA(L、V)

が影響しているものと考えて、避航領域は旋回縦距離；

DA(LV)の式 (3.16)で規格化した。また、停止距離

の規格化式；DA(L、V)は式 (3.17)に、旋回縦距離；DA(L、

V)と停止距離； Ds(L,V)（式 (3.17)）との換算係数は

Vが1Okts"" 40ktsの範囲の値を近似して式 (3.18) に

示した。なお、換算船舶長； L=LK or Lw、接近速

度； vである。

DiL.... V)=Exp(0.892 • logL+0.631 • logV-0.0367) 
(m) (3.16) 

Ds(L, V)=Exp(l.253 • logL+0.351 • logV +0.0082) 
(m) (3.17) 

H=(Ds(L、V)/DiL、V))=0.0046・ L+ 1.87 

(3.18) 

旋回縦距離の表記は、自船船舶長； Lo、相手船船舶

長； Lrとして、

①換算船舶長 (LK=JTL岱十Lr2)／2と接近速度Vによ

る旋回縦距離； DALk(=DA(LK、V))

②換算船舶長 (Lw=Lo+Lr) と接近速度Vによる旋

回縦距離； DALw(=DA (Lw、V))

と置いた。

a) 

b) 

轟
疇 90 20 30 0ヽ

(kts) 

轟
疇 l0 20 30 40 

接近速度 (kts) 

: Fl諏ts)
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— Ds(L,U) 
---Da (L,U) 

L=100m 

(
A
f
1
)
'
1
0
 

20 30 

速 度 (kts)

図ー3.18 規格化操縦性能特性の速度依存性

10 

゜5000 

c) 

0 lO 20 30 40 

接近速度 (kts) 

（ 

40 50 

b) 避航領域の解析結果

l) 航行海域の航跡数頻度分布

実船調査の航跡数頻度分布はX軸に接近速度、 Y軸

に相対距離、 Z軸に航跡数頻度として、上から順に a)

沿岸航行海域、 b)輻轄航行海域、 C)狭水道航行海

域として図ー3.19に示した。

図ー3.19の航跡数頻度分布からは、自船の周りには

他船の侵入を避ける領域（「避航領域」又は「閉塞領

図ー3.19 航行海域における航跡数頻度分布

域町と言う）が認められる。

この避航領域の航跡数頻度分布は、操船者が避航動

作の判断時に航行海域の輻輯状況や相手船の諸元及び

性能特性を推測して得た2船間の衝突防止に必要な避

航操船の評価指標量を表しているものと考えた。

したがって、避航領域の要素には、接近速度、船舶

の停止距離特性、相対ベクトル、見会い状態、航行海

域の輻轄状況等を取り入れた。

2) 避航領域を構成する航行船舶の船舶長分布

航行船舶の船舶長分布は、銀河丸の航海経路（東京

(195) 
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港から大阪港間）で測定した航跡データを基に、観測

船舶長を横軸、船舶長の頻度を縦軸、鎖線：小型船と

大型船側からの累積頻度として、図ー3.20に示した。

図ー3.20から、航行船舶の累積頻度が95％以上の船

舶長は、約20mから170mに分布していることが分

かった。

したがって、避航領域の解析では、自船近傍の避航

危険領域は小型船 (Lr=20m) によって、避航十分領

域は大型船 (Lr=170m)によって構成されたものと仮

定した。

例えば、自船と小型の相手船による換算船舶長は、

沿岸航行域と輻轄航行海域では (Lo=115m、LK=82
m)、狭水道航行域では (Lo=150m、LK=107m) と

なる。また、被験船と大型船の相手船による換算船舶

長は、沿岸と輻鶴航行海域ではLK=145m、狭水道航

行域ではLK=160mとした。

" ぷ、

’‘ ．、9 、.' ず・、、，．  ．、
’‘  .、..  ,．  
念・

ぐゃ '， 
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， ， ＼  
髯. .  ，ヽ
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¢ •. 

……累積頻度

（
ま
）
憾
緊

n3 

累稽頻度
95% 

図ー3.20 航行船舶の船舶長分布

3) 輻輯海域における避航領域と換算船舶長の

関係

輻轄海域における避航危険領域と換算船舶長の関係

は、相手船船舶長の分布を、 20.....,_,80m、80.....,_,130m、

130.....,_,170mの分布に分けて調べた。

輻輯海域における避航危険領域（航過危険距離、避

航危険距離）と旋回縦距離； DA(L、V)要素の換算船舶

長 (LK、Lw)の関係を図ー3.21に示した。

図ー3.21の横軸は船舶長分布の下限値、縦軸は避航

危険距離と航過危険距離に対応する旋回縦距離；

DA(L、V)の換算舶長値 (L応 Lw)を示している。

分析の結果は、次の通りである。

①航過危険距離は、換算船舶長； LKと接近速度； v
による旋回縦距離； DA(LK、V)と相関がある。

②避航危険距離は、換算船舶長； Lwと接近速度； v
による旋回縦距離； DA(Lw、V)と相関がある。

即ち、換算船舶長； Lwは、旋回縦距離比

(Lw=135m: 2.5D iLw、V)、Lw=195m:2.8D iLw、
V)、W=245m: 3.0DiLw、V)）と比例関係にある

(196) 
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航行船舶長分布の下限値(m)

輻轄航行海域における避航危険領域の換算船

舶長と航行船舶長の関係

が、換算船舶長； LKtま旋回縦距離比 (LK=83m:

3.7DA(LK、V)、L戸 99m:5.1DiLK、V)、LK=123m:
5.8DiLK、V)）と比例関係にない。

③航過十分距離は、換算船舶長； LKと接近速度； v
による旋回縦距離； DA(LK、V)と相関がある。

④避航十分距離は、通常航行船舶中の大型船の相手

船舶長； Lr（約170m) と自船船舶長； Loによる換

算船舶長； L辻接近速度； Vによる旋回縦距離；

DA(LK170、V)と相関がある。

例えば、相手船の船舶長が (Lr=20m: LK=83m : 
Lw=135m、Lr=80m:LK=99m: Lw=195m、Lr=130m:
LK=123m: Lw=245m)の場合、航過危険距離と避航

危険距離は図ー3.22の様になる。
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輻轄海域における避航領域と換算船舶長の関係

4) 航行海域における避航領域

航行海域における避航領域（避航距離、航過距離）

は、旋回縦距離 (DALK、DALK170、DALw)で規格化して、

また停止距離 (DsLK、DsLK110、DsLw) との関係も併記し

て、表ー3.2に示した。更に、避航領域定数は見会い状
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表ー3.2 航行海域における避航領域のパラメータ

這航領域 沿岸航行海域 輻輯航行海域狭水道航行海域

航過危険距離：CLADALK II 3.6 DALK I 2.2 DALK I 1.4 DALK 
-----------------疇•---------~·-- ----·疇•----------. -----------------. _,_ -------------------

:CcsDsLK II 1.6 DsLK I 1.0 DsLK I 0.6 DsLK 

航過十分距離：CMADALK II 5.8 DALK I 4.0 DALK ¥ 3.1 D,LK 
-------疇------------------__,, ----------疇~疇------. ---------------囀---・-------------

:CMsDsLK II 2.3 DsLK I 1.6 DsLK I 1.2 DsLK 
避航危険距離：CoADALw II 4.0 DALw I 2.5 DALw I 1.5 D,cw 

---.. ------------------. ---------・---疇-疇---,-------------
:CosDscw II 1.6 Dscw I 1.0 Dscw I 0.6 Dscw 

避航十分距離：0NADALK17。 17.7 D心 17。 15.2 DALK170 I 13.1 DALK170 
-----囀--------------------囀-・---------疇---------.---------------・囀-~----------------

:CNsDsLK110 II 7.0 DsLK11。 6.0DsLK110 I 5.0 DsLKno 

ktAA II 0NADALKH0!0MADA~1 ----------------------------・---------------------------------. -------------------------
kMs II CNsDscK110/0MsDsLK-1 

kLA II CoADAcw/CLADALK-1 ------------,, -------. ---------------------------. -----------------
kcs II CosDscw/CcsDscK-1 

態係数a=0.2、定数n=6である。

(1) 航過危険距離

輻轄航行海域における航過危険距離の分布領域（航

跡数頻度分布が5％以上）を図ー3.23に示した。図一

3.23のX軸は接近速度、 Y軸は相対距離、鎖線は換算

船舶長； LKと接近速度による旋回縦距離；DALKを示す。

航行海域の航過危険距離は、狭水道航行海域では約

l.4DALK、輻轄航行海域では約2.2DALK、沿岸航行海域

では約3.6DALKである。

即ち、輻轄航行海域を基準に取ると、沿岸航行海域

では約1.6倍余裕を大きく取るっているが、狭水道航行

海域においては約40％余裕が無い状態で航行してい

ることが分かった。

1000 

g 。IIー・・・1.一-□――T 」

15゚。］しi,"'Lt145F;5]

。

1OOOO 

ぶ［一置昌暑量昌冒＇暑量量冒 t; -

三li999 9 9 99[9[ ［ ［ : :AL: 
0...叶....-＇．．．．名••••········

•...』．．．，』...........,
LK=82 m 

I I I IIl  l'1'1  

0 10 20 

接近逮度(kts)

古 T
叩

図ー3.23 輻轄航行海域における航過危険距離

(2) 避航危険距離

輻轄航行海域における避航対象船による避航距離

（避航危険距離：近地点の分布、避航十分距離：遠地

点の分布）を図ー3.24に示した。

避航危険距離（図ー3.24の近地点分布）は、小型船

によって形成されているものと仮定して、被験船と小

型船による換算船舶長； Lwと接近速度による旋回縦距

離； DALwで規格化した。

分析の結果、次の通りである。

①輻轄海域の避航危険距離は、航過危険距離に対し

て約1.6倍大きい。また、横切り船の避航距離は反

図ー3.24

10 20 

接近速度(kts)

叩

輻輯航行海域における避航距離

40 

航船や同航船に比較して、約20％大きくなってい

る。

②航行海域の避航危険距離は、狭水道航行域では約

1.5DALw、輻轄航行域では約2.5DALw、沿岸航行域

では約4.0DALwである。

(3) 避航十分距離

避航十分距離（図ー3.24の遠地点分布）は、相手船

の大きさよりも航行海域の大型船（約170m) を想定

した余裕を取っていることが分かった。したがって、

被験船と大型船の相手船 (Lr=170m)による換算船舶

長； LLK17。と接近速度による旋回縦距離； DALK170で規格

化した。

航行海域の避航十分距離は、沿岸航行域では約

1 7. 7D ALK170、輻轄航行海域では約15.2DALK170、狭水道航

行域では約13.1DALK170である。

即ち、避航十分距離は通常航行時の大型船（約170

m) を相手船として想定した場合の換算船舶長； LLK170

と接近速度による旋回縦距離； DALK170に相当する余裕

を取っている。

(4) 航過十分距離

輻輯航行海域における正横方向の航過十分距離（鎖

線の遠地点）の航跡数頻度分布を図ー3.25に示した。

図ー3.25
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図ー3.25から、航跡数頻度分布が高くなる航過十分距

離は、接近速度がlOkts以下の船で、他船の侵入を避

ける傾向が認められた。

航行海域の航過十分距離は狭水道航行域では約

3.lDALK、輻轄航行海域では約4.0DALK、沿岸航行域で

は約5.8DALKであることが分かった。

避航領域の規格指標（旋回縦距離、停止距離）

による比較

航行海域における避航領域は、自船船舶長： 100m、

他船船舶長： 100m、接近速度： 25ktsの条件の計算例

を図ー3.26に示した。

例えば、輻轄航行海域における避航領域を旋回縦距

離で規格化すると（避航十分距離：約6DsLK、避航危険

距離：約lDsLw、航過十分距離：約l.6DsLK、航過危険

距離：約lDsLK)である。

(5) 

Lo=100m,Lt=100m 
Vs=25kts 
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図ー3.26

輻轄航行域

ロ

----べ?>----

----日----

沿岸航行域

航行海域に対する避航領域の変化

(6) まとめ

航跡数頻度分布の解析結果は、次の通りである。

①避航領域は、旋回性能特性で規格化できる。

②避航危険距離は換算船舶長； LKと、航過危険距離

は換算船舶長； Lwと相関がある。

③航行海域によって避航領域の大きさは異なる。

3.2. 7 避航領域のシミュレーション

a) 避航領域の形状

避航領域（避航危険領域と避航十分領域）は、他船

が直進して、自船が衝突針路を中心に左右に避航変針

した場合をシミュレーションして、図ー3.27の相対座

標上に示した。

b) 避航領域と衝突危険度の関係

避航領域と衝突危険度の関係は、絶対座標避航領域

を図ー3.28の右側に自船衝突針路近傍の避航危険領域

(198) 

恥左側に自船の針路上の衝突危険度（式3.3)

した。

図ー3.28の避航領域は、自船が衝突針路に対して、

左右に30度の範囲で避航変針した場合の避航危険領

域距離をシミュレーションして示している。

図ー3.28からは、自船の現在針路は避航危険領域上

にあって、左図の衝突危険度指数からは約4.5km航行

すると針路上の潜在的衝突危険度が高くなることが分

かる。
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c) 航行海域における避航領域の推定

航行海域における避航危険領域は、避航領域モデル

で計算して、針路上の衝突危険度指標と共に、上から

順に a)沿岸航行海域、 b)輻轄航行海域、 C)狭水

道航行海域の場合を図ー3.29に示した。

図ー3.29の避航危険領域距離DLは、輻轄海域を基準

に採ると沿岸海域では余裕を大きく、狭水道航行海域

では余裕を小さく取って航行していることを示してい

る。

したがって、避航操船において操船者は、航行海域

の輻轄状況を考慮して、潜在的衝突危険領域を予測し、

航行海域の輻轄状況に応じた避航危険領域の余裕を

取って、操船を行っているものと考えた。

なお、図ー3.29の被験船は (Lo=llOm、Vo=13kts)、

相手船は (Lr=lOOm、V戸 13kts)である。
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図ー3.29 航海領域における避航危険領域の比較

3. 2. 8 航行環境評価指標の適用

航行環境評価指標は、警報対象船舶の判定と、 ARPA

画面の潜在的衝突危険海域表示情報として活用した。

a) 潜在的衝突危険領域情報の表示方式

操船者に提供する避航操船の判断支援情報は、これ

までの解析で得た避航領域の潜在的衝突危険度の等高

線を画像表示する方式を提案した。

例えば、輻轄海域において横切り船と同航船の見会

い状態についての避航領域を図ー3.30に示した。

潜在的衝突危険度の等高線の避航領域図からは、見

会い状態によって、避航領域の形状が異なり、横切り

船では反航船に比較して避航領域を大きく取る必要が

あることが分かった。 したがって、余裕を大きく取っ

て安全に航行するためには、衝突危険領域の外側に針

路を採って航行する必要がある。

ここでは、潜在的衝突危険度の等高線領域を画像表

示して、避航操船判断の支援情報を操船者に提供した。

（写真一3.1)
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図ー3.30

反航船による避航領域

避航領域の評価
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b) 航行環境評価指標の適用に伴う警報対象領

域の比較

衝突予防援助装置の警報判定に航行環境評価指標を

適用した場合の警報対象領域の比較は、新型ARPA（避

航領域で評価）と従来ARPA(DCPAとTCPAで評価）に

ついて計算値を示した。

新型ARPAと従来型ARPAによる警報対象領域の比

較は、東京港から大阪港の航海時に収集したARPA

データを基に、航行状態を評価して警報対象船舶の選

択を行った場合の最接近距離 (DCPA: Distance of 

CPA, CPA : Closest point of Aproach) と、最接近時

間 (TCPA: Time of Closest point of Aproach)を計算

して、値の最大値を航行海域別に図ー3.31に示した。

なお、図ー3.31の警報レベルは、従来型ARPAの狭水

道域と輻轄域ではDCPA;0.5nm、TCPA;lOmin、沿

岸域ではDCPA;1nm、TCPA;15minに設定した場合

と、新型ARPAでは表ー3.2のパラメータで評価した場

合について比較した。また、図ー3.31の横軸は見会い

関係、●；従来ARPA、O;換算船舶長lOOm以下、

◇；換算船舶長100m以上の船として航行海域別に示

す。

2 2 
：し心► 100m ●◇0；：：従LKし来；；；>A11R000P0A m m 〇◇0::従しLx,来>:fiA!lROOOPOA m m 

2 ●g ：従来ARPA

：し:ii100m 

； i1ロベ ； I 1 t 云謡』 1似●ベシ● メ● 

← 
8 

゜ ゜反同航横切り 反航 同航横切り 反航同航 1
e)沿岸海域

1) 最接近距離の比較

a a3 匈

』喜首19 忘窟』信1 9 I信t 

〇◇゚：従L.来>A1R00PA m ●g ：従来ARPA

:Li-.しぷ>； 100m 
：し:i100m ; 100m 

゜ ゜反航同航横切り 反同航横切り ーー反航 同航横切り

a)狭水道海域 b)輻轄海域 c)沿岸海域

2) 最接近時間の比較

図ー3.31 警報対象領域の比較

最接近距離と最接近時間の評価範囲は、次の通りで

ある。

(1) 最接近距離の警報対象領域

警報対象船の最接近距離の評価範囲を図ー3.31.1)

に示した。

DCPAの警報対象領域は、従来方式では一定である

が、新型では狭水域、輻轄域、沿岸海域の順で大きく

なる。また、船舶長が大きい船ほど大きい。更に、同

(200) 

航船に対して反航、横切り船では大きい。

(2) 最接近時間の警報対象領域

警報対象船の最接近時間の評価範囲を図ー3.31.2)

に示した。

TCPAの警報対象領域は、従来方式では一定である

が、新型では船舶長が大きい船ほど大きい。また、反

航船に対して同航船、横切り船では大きい。

(3) 警報対象船隻数

新型ARPAの警報対象船隻数は従来型ARPAに比較

して、狭水道域では81%、輻轄域では91%、沿岸域で

は71％に減少することが分かった。

(4) まとめ

解析結果は、次の通りである。

従来型ARPAの警報レベルは、 DCPA、TCPAで設定

しているので、船舶の大きさ・速度・見会い状態に関

係なく、警報対象船のDCPA、TCPAは一定である。

しかし、新型ARPAの警報レベルは航行環境評価要

素に船舶長、速力、接近速度、操縦性能特性等を取り

入れている為、警報対象船のDCPA、TCPAの範囲は

航行状態によって変化する。

その結果、新型の警報の発生件数は、従来方式に比

較して、減少するので有効であることが分かった。

3. 3 実証機ARPAの開発

新型ARPAの実証機は、従来型ARPAに相手船の船

舶長を測定する機能、航行環境評価機能、警報情報処

理機能、音声・画像情報発生機能を追加して製作した。

a) システムの構成

実証機ARPAのシステム構成は、図ー3.32に示した。

在来型ARPAに追加したARPAの信号処理機能は、

航行環境情報処理部、警報情報処理部、合成音声部、

表示部である。

各処理部の動作内容は、次の通りである。

①ARPA信号処理部

レーダ信号を基に、捕捉目標のARPAデータと船

舶目標長のデータを解析する。

②航行環境情報処理部

転送されたARPAの他船情報と船舶長情報によ

り、航行の危険度と潜在的危険海域を計算して、

レーダ画面に重畳表示する描画データの計算を行

う。

③警報情報処理部

警報処理部で使用する、自船データ、パラメータ

の入力処理、及び、船首方向に危険度、旋回によ

る危険度のグラフ表示データの処理を行う。

④合成音声部

危険船発生時、警報情報処理部から転送される

データにより、危険船についての警報を合成音声

で発生する。
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リアに20分後までの危険度の変化（衝突予測点と

距離の時間変化）を表示する（図ー3.34)。

②変針によるDCPA変化の表示：目標数値データエ

リアに自船の変針による目標のDCPA変化のグラ

フを表示する（図ー3.35)。

DANG10ER TIME 

I音声警報情報I

図ー3.32 実証機ARPAのシステム構成

b) 仕様

実証機ARPAの仕様は、潜在的危険領域表示情報、

グラフ表示情報、音声警報について、示した。

l) 潜在的衝突危険領域表示

自船及び他船サイズ、自船速力、他船速力、海域の

輻輯度により潜在的危険領域を計算して、表示する（図

-3.33)。
①危険領域目標の選択：衝突予測地点が自船に近く、

かつ、自船の針路に近い目標の危険領域から順に

表示する。

②危険領域表示数：最大5目標

③表示内容：衝突地点および危険領域（衝突予測地

点を頂点とする6角形）

④補助線：目標の真ベクトルの先端と衝突予測点を

結ぶ点線

図ー3.33 潜在的危険領域表示

2) グラフ表示

①船首方向危険度のグラフ表示：目標数値データエ

20 
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20 
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1 0 

5 
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゜
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図ー3.34 船首方向の危険度表示

DCPA CHANGE 
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60  30  

゜
30 60  

PORT STAB 

図ー3.35 変針によるDCPAの変化の表示

3) 音声警報

①警報の内容：危険領域を表示している目標の情報

を合成音声で発生する。

②目標の方位： N-UPの時は、真方位「＊＊＊度」

H-UPの時は、相対方位「右舷＊＊度」

「左舷＊＊度」

「船首方向」船首土 l度時

③目標の距離：「＊＊．＊マイルに」

④目標の動向：「停止目標」：目標の速力 2ノット以

下時、

(201) 
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2ノット以上の場合は、反航船、同

航船、追い越し船、横切り船のいず

れか

「反航船」：目標真針路が自船針路

+135,...__,+225度

「同航船」：自船の前方にあり、目標

針路が一22.5,...__,+22.5度

「追越船」：自船の後方にあり、自船

より速力が大きく自船を

追い越している。

「横切り船」：自船の前方にあり、目

標針路が自船針路十45

~ +135度、または、自

船針路＋225,...__,+305度

で自船を横切っている。

「接近船」：上記に該当しない。（目

標針路が自船針路＋22.5

~45度、または、自船針

路＋305,...__,337.5度）

⑤危険度 「注意して下さい」： TCPAが10分以上

「危険です」： TCPAが10分以下

「衝突の危険あり」： TCPAが5分以下

⑥TCPA値 「TCPA*＊分」：TCPAが15分以下の時、

C) 実証機

TCPAが15分以上の時

は省略。

写真は、試作装置の外観と、その表示例を示した。

写真ー3.2は、衝突予防援助装置の実証評価機を（手

前）フエリーの船橋に搭載して瀬戸内海の狭水道で評

価実験をしている様子を示した。

写真一3.3は、衝突予防援助装置にはARPA画面と

避航判断支援画面がある。このARPA画面は、明石海

峡のものであり、赤色の領域が衝突危険領域を表した。

写真一3.4は、避航判断支援情報画面は、衝突まで

の距離と時間の余裕や旋回による衝突予測地点の方位

と距離、旋回による最接近点を表示した。

4. 新型ARPA機能の評価

通常航海時の見張り作業において、操船者が入手す

る様々な感覚情報の80％以上が視覚情報である24)と言

われている様に、 ARPAの支援情報の中でも視覚情報

は警報情報と同様に重要な操船判断支援情報である。

新型ARPA機能の評価は、避航操船時の判断錯誤等

の人為的ミスに関わる問題を改善する為、次の項目に

ついて検討を行った。

①表示情報の判読作業負担と衝突事故予防の操船へ

の支援効果

②警報情報の支援効果

(202) 

写真ー3.2 実証機ARPAの実験風景

写真ー3.3 ARPAのメイン画面

写真ー3.4 ARPAのサブ画面
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③音声入力情報の音声認識率

即ち、表示情報の判読作業負担に関する実験や、非

常に小さい確率で起こる衝突事故の再現や接近現場で

の観測を実船で行うことは困難である。

したがって、表示情報の支援効果はパソコンを使っ

た実験室での模擬実験で、また、警報情報の支援効果

は実船調査で検討25)、26)、2” した。

更に、音声入力の音声認識率は実験室で調査した。

4. 1 実験方法

評価実験の内容は、次の通りである。

4. l. 1 表示情報の支援効果に関する実験

評価実験は、①表示情報の判読作業負担に関する実

験と、②衝突事故予防の操船への支援効果に関する実

験に分けて行った。

両者とも、 ARPAシステムの本質を変えない様に

CRTデイスプレー上にARPA画面を模擬した簡易シ

ミュレータで、支援方式の異なる在来の先航ベクトル

表示方式（「在来型表示方式」と言う）と、他船の先航

ベクトルと潜在的衝突危険海域を併せて表示する新型

ARPA(「新型表示方式」と言う）につて、比較検討し

た。

a) 表示情報の判読作業負担に関する実験

表示情報の判読作業負担に関する実験フローを図一

4.1に示した。

篇履冒0畠員

し．．．．．鱚輯闘璽．．．．．．．．．．．oi—•
f濱籠繭薗禰ii禰奮゜oooi—•

・・-・・--・-・ ARPA 
人閻系

図ー4.1 表示情報の判読作業負担に関する実験

船舶交通流の発生条件は、発生位置、衝突地点、速

カ、衝突危険船の発生隻数を乱数で設定して、他船は

直進航行するものとした。

実験では、被験者が在来型表示方式と新型表示方式

の表示画面を観て、その都度、衝突地点 (PCP:

Potential Collision Point)が針路上0.5nm以内にある

危険船に関する表示情報の判読値をコンピュータの

キーボードで入力する作業を各表示方式について約

200回繰り返し行い、入力時間と入力値を収集した。

そして、判読時間は、入力作業時間と判読作業時間の

和として取り扱った。

表示情報の判読項目は、次の通りである。

①危険船の隻数 (N) の判読

②危険船の現在位置（距離： R1ヽ

③危険船の衝突位置（距離： Rふ

時間： T) の判読

方位： 01) 

方位： 02、

の判読

最接近

解析は、表示情報の判読時間、危険船隻数増加に伴

う1隻当たりの判読時間の変化、判読誤差について

行った。

実験で使用したARPAの表示方式の内容は、次の

通りである。

①在来型表示方式：他船の真運動の先航ベクトルを

表示する方式

②新型表示方式：他船の真運動の先航ベクトルと潜

在的衝突危険領域、衝突予測位置方位、最接近距

離を表示する方式

なお、判読実験の対象となった被験者は、一般大学

生である。

b) 衝突事故予防の操船への支援効果に関する

実験

衝突事故予防の操船への支援効果に関する実験フ

ローを図ー4.2に示した

評価実験は、操船者が表示情報から受け取る画像情

報を基に避航操船を行った場合の操船支援効果につい

て行った。

船舶交通流の発生条件は、発生位置、衝突地点、速

カ、衝突危険船の発生隻数を乱数で設定して、他船は

直進航行するものとした。

被験者は、 10秒毎に更新されるCRTデイスプレー上

に表示されるARPAの表示画面を見て、操船時には危

険船に対する避航操船量（避航操船針路；①と速力；

V) をキーボードで入力して、目標地点に達するまで

試行操船を、それぞれの表示方式について約140回繰

り返し行った。そして、操船入力の拘束条件としては、

前回の操船入力量が90％以上に達成するまでは次の

操船入力を受け付けない事とした。

更に、実験の被験船は全長を65m、105mの2種類と

して、運動性能特性は統計的操縦性能特性12)を用いた。

なお、シミュレータ実験の被験者は一般大学生である。

(203) 
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表示情報の衝突予防支援効果に関する実験

解析は、衝突予防の支援効果に関わる被験船周りの

相対航跡密度分布による避航領域、衝突事故率、目的

地までの通過遅れ時間率、操船回数等について行った。

なお、実験で使用したARPAの表示方式は、次の通

りである。

①在来型表示方式1：他船の相対運動の先航ベクト

ル表示方式

②在来型表示方式2：他船の真運動と相対運動の先

航ベクトルを併せて表示する方式

③新型表示方式：他船の真運動の先航ベクトルと潜

在的衝突危険領域、衝突予測位置方位、最接近距

離を表示する方式

4. 1. 2 警報情報の支援効果に関する実験

警報の支援効果に関わる評価実験は、「警報の発生

状況」と、「画像と音声警報の参照度合い」の調査を実

船で実施した8)、9)0 

(1) 警報発生状況

警報発生状況の調査は、従来のARPA警報と、航行

環境を評価して発生した音声警報の発生状況を「銀河

丸」の東京港から大阪港間の航海経路で行った。また、

解析では、警報の発生頻度を比較して、不要警報発生

の低減効果を調べた。

(2) 画像と音声警報の参照度合い

画像と音声警報の参照度合いに関する調査は、「銀河

丸」と「こがね丸」の航海経路（銀河丸；東京港から

大阪港間、こがね丸；大阪港から別府港間）を利用し

(204) 

て、操船者による主観的評価量をアンケートと内省報

告で調べた。

4. 1. 3 音声入力方式による音声認識率の実験

操船者がARPA情報を入手する対象は、見張りを継

続して行う必要がある目標に限定して、機能動作時の

音声認識率を実験により調査9)した。

なお、音声認識部としては、 SR15(NEC製）を使

用したので使用する人があらかじめ入力音声を登録し

た後に、音声認識装置として使用した。

4. 2 実険結果

4. 2. l 表示情報の判読に伴う作業負担の軽減効

果

a) 表示情報の判読時間

ARPA画面から危険船隻数、危険船の現在位置、衝

突位置、最接近時間 (TCPA)等の見張り情報を収集

するために要した判読時間分布を図ー4.3に示した。ま

た、図ー4.3の縦軸は判読時間の頻度、横軸は判読時間、

また、上から順に a)危険船隻数、 b)現在位置、 c)

衝突位置と最接近時間、 d)全体の和の総合判読時間

として、平均判読時間 tと標準偏差 0を併せて示した。

新型表示方式の判読時間は、在来型表示方式に比較

して、いずれの判読時間も、また、頻度の分散も小さ

い。更に、総合判読時間は平均値比で57%(; 36.9sec 

/64.6sec)、標準偏差比で35%(=8.9sec/25.lsec) 

改善する。

b) 衝突危険船の増加に伴う 1隻当たり情報の

判読時間の変化

衝突危険船の隻数増加に伴う 1隻当たり情報の判読

時間の変化は、在来型表示方式で危険船が1隻の場合

の判読時間（約34.6秒）を基準に取って、縦軸に危険

船隻数が異なる場合の相対的判読時間比を比較して、

図ー4.4に示した。

衝突危険船の増加に伴う判読時間の増加率は新型表

示方式では小さい。しかし、在来型表示方式では危険

船隻数の増加に伴って1隻当たりの判読時間が大きく

増加することが分かった。

この理由としては、新型表示方式では画面上に表示

された潜在的衝突危険領域の位置情報を判読するが、

在来型表示方式では速度ベクトルから衝突位置を推測

して判読するために、衝突危険船の隻数が増加するの

に伴い判読作業負担が増加して、表示情報の判読時間

が長くなるものと考えた。

したがって、新型ARPAは在来型に比較して、危険

船の発生頻度が高い海域において、表示情報の判読作

業負担が軽減されるものと考えた。

なお、ここで述べる一隻の判読情報は、現在位置の

距離方位、衝突位置の距離方位、 TCPAである。
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図ー4.4 危険船隻数増加に伴う 1隻当たり情報の判読時

間の変化

C) 表示情報の判読誤差

新型表示方式の表示情報の判読誤差は、個々の情報

単位が違うため、在来型表示方式の平均誤差（外側）

を基準に取って規格化して、図ー4.5に示した。
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判読誤差は、現在位置情報の処理に関しては大きな

差違は認められない。

しかし、衝突位置と避航領域及び最接近時間につい

ては、新型表示方式の方が小さくなり、表示情報の判

読精度の改善効果が大きいことが分かった。

即ち、新型表示方式では在来型表示方式に比較して、

次の点で改善が認められた。

①平均判読誤差は約53％小さくなるので、避航操船

の判断がより正確に行われる。

②判読時間と判読誤差が改善するので表示情報の判

読に伴う作業負担は、軽減される。

4. 2. 2 衝突事故の予防と避航操船への支援効果

a) 船舶交通流設定条件の航跡密度分布

本実験で被験船が避航せずに直進して航行した場合

に得られる、設定船舶交通流の相対航跡密度分布を図

-4.6に示した。

図ー4.6の航跡密度分布は、被験船が避航せずに直進

して航行した場合には衝突または接近する船が多数存

在することを示している。

実験において被験船は、例えば、左舷より接近する

横切り船と反航船に対して、図ー4.7に示す様に避航操

船を行った。

l印糞

l叩

” 

a) 船種 3 (L=65m) 

b) 船種 5 ('L=105m) 

図ー4.6 設定交通流の潜在的相対航跡密度分布
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図ー4.7 避航操船に伴う相対航跡例

そして、衝突事故予防の操船への支援効果は、相手

船の相対航跡密度分布で形成される避航領域の形状と

衝突事故率、通過遅れ時間率、避航操船回数等を評価

した。

b) 衝突事故の予防効果

表示情報を基に避航操船を行った結果の相対航跡密

度分布の形状を図ー4.8に示した。

図ー4.8は相手船との相対距離を被験船の長さで無

次元化した被験船の左舷側の航跡密度分布（航跡数／

船の長さの平方）を、また、図ー4.9は被験船の船首方

向の航跡密度分布を、上から順に①在来型表示方式1,

②在来型表示方式2, ③新型表示方式として、被験船

の船舶長がL=65m（図ー4.8.a)）、 L=105m（図一

4.8.b)) の場合を示している。

図ー4.8と図ー4.9の新型表示方式では在来型表示方

式に比較して、自船近傍の相対航跡密度分布で他船の

侵入を避ける避航領域の形成が明確であり、安全な避

航領域が確保されているので衝突予防支援効果が大き

いことが分かった。

すなわち、実験で得られた他船の侵入を避ける避航

領域の形状の違いは、被験者による表示情報の判断基

準が一様であるとすれば、 ARPAの表示画面から受け

取る情報伝達量の有意差を表しているものと考えた。

更に、在来型では避航判断に関する支援情報が不足

しているために、避航操船の判断量にバラッキが生じ

て、避航方位と避航操船の判断時期を誤り、安全な避

航領域を確保できなかったものと解釈した。

C) 操船への支援効果

各表示方式に対する操船への支援効果は衝突事故
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(l) Hl表示

‘ヽ

―’0*L -＇0*L 

a) 船種3(L=65m) b) 船種5(L=105m) 

図ー4.8 表示情報による相対航跡密度分布の比較

率、通過遅れ時間率、避航操船回数を、船種別に比較

して、図ー4.10に示した。

図ー4.10の新型表示方式では衝突事故を未然に防止

しているが、在来型表示方式では約3% （船種3)から

約11% （船種5) の範囲で衝突事故が発生している。

また、通過遅れ時間率と操船回数は、新型表示方式の

方が小さい値を示している。

したがって、新型表示方式では、支援情報が効率良

＜被験者に伝達しているために、避航操船のやり直し

が少なくなって、通過遅れ時間率、衝突事故率が改善

して、操船への支援効果が向上したものと考えた。

なお、衝突事故率と通過遅れ時間の定義は、次の通

りである。

衝突危険船の発生条件では、危険船の最接近距離を

被験船と相手船の長さの和の範囲に設定したので、こ

こでは他船の航過距離が両船の長さの和より短い場合

を衝突事故船と定義して、衝突事故率は式 (4.1)で、

通過遅れ時間は式 (4.2) で与えた。

衝突事故率＝ （衝突事故船隻数／衝突事故船の潜在

隻数）・ 100 (4.1) 

通過遅れ時間率＝ （操船通過時間／直線距離通過時

間一 1)• 100 (4.2) 

(207) 
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図ー4.9 表示情報による船首方向の相対航跡密度分布
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図ー4.10 表示方式による支援効果の比較

4. 2. 3 

警報情報の支援効果は、①警報の発生状況と、②画

像と音声警報の参照度合いについて示した。

a) 警報の発生状況

l) ロスト警報

ARPAのロスト目標警報の発生状況を図ー4.11に示

した。調査時間は延約226時間、捕捉隻数2,891隻であ

る。

在来ARPAではロスト目標警報が1,919隻発生して、

1時間当たり平均で8.5隻発生しているので、輻轄海域

で全てのロスト目標警報について確認を行うとすると

繁雑な作業になる。

一方、新型ARPAの音声ロスト警報は41隻に減って、

従来型ロスト目標警報の約2％に低減する。また、音

声警報からロスト目標の確認を行うことは実行可能な

値であることが分かった。

即ち、ロスト目標船舶の航行状態を評価すると、ロ

スト目標の中で潜在的衝突危険海域に針路を採って航

行したことのある潜在的衝突危険船は174隻で、ロス

ト目標警報の9％に減少する。更に、潜在的衝突危険

船の中で最接近時間；TCPAが負のロスト目標を除く

と、警報を発生する必要があるロスト目標は41隻にな

る。

したがって、図ー4.11は、航行状態を評価して警報

を発生することにより、不要な警報の発生頻度が低く

なって、警報の信頼性が向上することが分かった。

=i. 
追尾続行不可能船：815隻

,...‘‘＿呈l_竺—-—―;』‘
~～-＝＝＝ー追尾不安定船：1104隻--＝=＝....`”

-—- --
: 1919隻___ .. / 

―--
一

¥、 ARPAのロスト目

--------—__ ~ 

図ー4.11 音声ロスト警報の発生状況

2) 危険目標警報

危険目標に対する音声警報の発生状況を図ー4.12に

示した。

調査の結果、音声による警報の確認作業が可能であ

ることが分かった。

即ち、警報の発生状況は、次の通りである。

①見張り目標警報

見張り目標警報は特に多く発生して、危険目標警

報の82％を占めている。

この見張り警報が多い理由は、次の様に分類で

(208) 
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きる。

◇捕捉初期のベクトル変動誤差が大きいために生

じる警報は、捕捉初期データ誤差の影響により

警報の対象になるが、捕捉が安定した状態では

警報の対象から外れることが多い。

◇航路が曲がる海域で発生する警報は、航路の形

状が湾曲する海域で一時的に見会い状態が生じ

ることにより発生するもので、操船者は相手船

が航路変更することを予想ている場合が多い。

②注意警報と危険警報

注意警報は54隻、危険警報は21隻発生している。

これらの船舶は、操船者による見張りの対象に

なっていて、警報の確認を直ちに行うことが可能

であることが分かった。

したがって、見張り目標警報の発生条件の設定に関

しては、今後更に検討が必要である。

危険警報発生船：21隻

文

戸
ミ·-•注意警報発生船：54隻

図ー4.12 音声危険目標警報の発生状況

b) 危険海域表示情報と音声警報情報の参照度

合い

画像と音声による警報情報の参照度合いの調査は、

避航対象船の主観的危険度の判断項目を「警報の聞き

取りによる情報伝達状況」と、「操船者の主観的評価を

基にした警報の参照度合い」について行った。

操船者による航行の危険性の主観的評価は大藤氏28)

の評価量に準じて、表ー4.1.a)の4段階に分けた。ま

た、警報の参照度合いは表ー4.1.b)の3段階に分けて、

更に、操船者の内省報告による聞き取り調査を実施し

た。

操船者の主観的評価内容を表ー4.2に示した。表一

4.2の画像と音声による警報は、反航船の場合よりも、

避航判断が難しい横切り船や追い越し船の場合に参照

されていることが分かった。

更に、内省報告では、次のことが分かった。

(1) 衝突危険海域表示情報

次の航行環境を把握する場合に有効性が認められ

た。

①避航操船時の避航海域を迅速かつ精度良く把握で

表ー4.1 航行状況の主観的評価指標

a) 航行状態の主観的評価
9 99 99 9 999_, i 9 99 99 9 9 9 99 9 99 9 99 9 9 9 99 99 
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きる。

②視界制限状態において、視認できない他船との避

航領域の動静を知ることができる。

③自船が針路保持船であって、他船の避航動作が遅

れている様な状況下で、自船の避航海域を判断す

ることができる。

(2) 音声警報

従来方式と比較すると、次の点で改善が認められた。

①ARPAから離れて見張り以外の作業に従事してい

る時でも、警報の指示内容を聴覚にり容易に把握

する事が可能である。

②操船者は警報の種類、注意すべき船舶の所在位置、

見会い状況、予測航過状況の支援情報を正確に把

握できるので、従来方式に比較して、警報の情報

伝達時間の高速化が図られる。

③音声による警報を基に、画像警報への注意喚起が

出来るため、画像や文字の情報をより効果的に活

用することが可能である。

(209) 
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4.2.4 ARPA情報入手時の音声認識率

ARPAへの音声入力部は試作機では導入したが、実

証機ではコマンド入力方式として音声入力部は導入し

なかったので、ここでは試作機の音声認識率を示した。

音声コマンドに対する音声認識率を、表ー4.3に示し

た。なお、試行回数100回である。

ARPA情報を音声認識入力で入手する方式は、可能

であり有効であるが、音声認識時に誤認識が発生する

こともあった。

実験の結果、数字の音声認識率は単語の音声認識率

に比較して低く、次に示す場合には更に認識率が低下

することが分かった。

①音声認識率はマイクを口元から遠ざけるほど低下

する。したがって、マイクと口元の距離を一定に

保つ必要がある。

②外部の高い騒音によっても誤認識が発生する。

③音声認識率は音声認識装置の性能と使用環境に左

右されることがある。

したがって、音声認識率は、音声認識装置の性能と

使用環境に左右されることがあるため、音声コマンド

でARPA情報を入手する場合、誤認識が発生し易い環

境では安全性を考慮して、コマンドキーを用いた入力

方式を併用して誤動作を避けるべきであると考えた。

音声言語

DCPAは

TCPAは
Distanceは

4.3 まと

表ー4.3 音声の認識率

音声言語

82 

94 

89 

96 接近時間は
100 
100 方位は

100 (%) 

100 
loo 
100 

100 (%) 

100 

100 

100 

航行環境を評価して危険船に関する見張りや警報の

情報を音声と、衝突の潜在的危険海域の画像情報を用

いて支援する方式は、衝突予防援助システムに活用で

き、かつ次の点で有効であることが分かった。

①潜在的衝突危険海域情報の表示方式は、衝突事故

を予防して、視覚情報処理の負担を低減する。

②音声警報情報指示方式は、警報情報収集の迅速化

と、情報伝達効率を改善する。

③航行環境評価機能は、不要な警報の低減と警報の

(210) 

信頼性を向上する。

④ARPA情報の音声入手時の音声認識率は、今後向

上する必要がある。

したがって、音声と画像を用いた支援方式は、少人

数化された内航船の船橋において有効であり、また、

居眠り防止の効果も期待できるものと考えた。

更に、見張り目標警報の発生条件の設定に関しては、

今後更に検討が必要であることが分かった。

5. あと

衝突予防援助装置の操船判断支援機能の向上を図る

為、航行環境評価指標に船舶の操縦性能特性を採り入

れて、音声と画像を用いて支援情報を提供する新型

ARPAを開発した。

考察の結果、航行環境評価指標に船舶の操縦性能特

性を取り入れて、見張り情報や警報の意味・内容を音

声と画像情報を提供する新型ARPAは有効であること

が分かった。

考察の結果は、次の通りである。

①ARPAで相手船の船舶長を約30mの誤差で推定で

きる。

②ARPAで測定した相手船の船舶長と速力で、操縦

性能を計算して避航領域を推定する支援方式は、

新型ARPAの航行環境評価指標に活用でき有効で

ある。

③見張りの警報情報を音声と、潜在的衝突危険海域

情報で提供する支援方式は、操船者に、支援情報

を迅速、かつ正確に効率良く伝達するので、衝突

予防援助システムに活用でき、かつ有効である。

④現状のARPAでは、捕捉追尾目標の乗り移りや、

捕捉データに誤差が生じる問題が残っているの

で、安全性の観点から、最終的には操船者自身が

見張りで航行状態を確認する必要があることも分

かった。

したがって、今後は、 ARPA情報の精度向上を図る

ために、新型ARPAの他船情報の入手部分に、将来実

用化が予測される自動船舶識別システム (A[S)の他

船データを取り込んで、 ARPA機能の高度化を図る予

定である。
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付録船舶の諸元及び操縦性能特性

海上交通の観測者が、通常のレーダや目視観測で得

ることができる他船情報は、船舶の長さと速力に関す

る情報であるため、航行船舶の判断資料として、船舶

の諸元及び統計的性能特性を以下に示した。

．
 

b

ニ――― 船舶の全長と諸元の関係

ここで、使用した船舶の諸元統計データは、海運集

会所発行の「日本船舶明細書19); 3042隻」と「日本内

航船舶明細書20); 5240隻」で、これから100トン以上

40万トン未満の船舶 (8,282隻）の各船毎の船舶全長；

L、総トン数； GT、航海速力； v、型幅； B、型深さ；

Dなどの船舶の諸元を得た。また、船舶の形状パター

ンは船の大きさによってあまり変わらないと仮定する

と、 GTocL3、DocL、BocLと考えられるので、常用対

数logLとlogGT、logD、logBの相関を調べた。

なお、両日本船舶明細書では、木船と 100トン未満

の鋼船及び500トン未満の漁船等は除外されている。

解析で使用した統計データの全長別隻数分布を図一

付1に示した。

船舶の全長は15mから400mの広い範囲にわたる

が、 lOOm未満の船が全船舶の91％を占めており、残

りの9％が100m以上の船となっている。

更に、先に示した船舶明細書では100トン未満の小

型船を除外していることを考慮すると、この範囲の船

舶はさらに増加するものと考えられる。
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図ー付2

1000 l]j 10万

穏トン数 (ton)

船舶の総トン数の分布

,--....,3000トンは5%、3000トン以上は9％ある。また、

隻数が多い総トン数分布は200トンと500トン及び700

トンの近傍に存在している。これらの総トン数分布が

多い理由としては、 199トン、 499トン、 699トンで、

船に掛かる税金や着岸料金、登録料金、建造枠等が異

なることが影響しているものと考えられる。

そして、 1万トン以上の船舶は4%と少ないが、この

値の他に外国籍の船舶が加わることを考慮すれば日本

近海で航行している船舶はもう少し増加するものと考

えられる。
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2) 全長と総トン数の相関

船舶の全長と総トン数の関係を図ー付3に、

100万

また、
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l) 総トン数の隻数分布

船舶の総トン数別隻数分布を図ー付2に示した。

1000トン未満の船舶は全船舶の約86%、1000トン
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総トン数；伍の回帰式は式(1)に示した。

logG戸 2.669logL-2.011、 a=土0.212
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100万

(1) 

回帰式の相関係数は r=0.92、 t =218、 0は標準

偏差である。

なお、図ー付3の実線はlogGTのlogL上への回帰直線

で、点線は土2aの値を示す。また、回帰直線より土2

a離れたものはほとんどが押船や曳船等である。

3) 船種分類別の全長と総トン数の関係

船舶の種類は46種に分類されているので、ここでは

船種の分類を表ー付1の様に7種類に区分けして割合

と分布傾向を示した。また、船種分類別分布を図ー付

表ー付1 海運集会所データにおける船種の分類と割合

船種の分類 船 種 隻敬 比率

（％） 

1.コ冶濫 自動車運搬船・コ方ト船 157 1.9 

2. 油槽船 油槽船・鉱油 •OBO ・撤油。 1,743 21.1 

，，ミ加ル・波化がス運搬船

3.鉱撤船 鉱撤・鉱炭・炭疇撤・鋼材・ 552 6.7 

ベ"’ト・ニ9ケル・が舟朴運搬船

4.貨物船 貨物・曳重船。ス999プ・サyト・ 3碑 1 399 

コ→ス・灰•土砂パ百材・木材・

,... 1,iプ•免プ・殻物・塩・

冷演運搬船

5.旅客船 旅客•フエ,- 7殉 95 

6.押曳船 n→ー・押曳船•特殊魯起重。 1$14 1&2 

浚慄船

7. 巡消船 巡・消。救・観。測。輝エ・ 225 2.7 

給水船

合計 8,282 

* 100W未満の鋼船、木船及び500トン未満の漁船は除外されています。
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（巡消船類、貨物船類、旅客船類、押曳船類）
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表ー付2 船種別の全長と総トン数の関係

種類 単回帰式 標準偏 相関係 鐸の デーク

(ton) 差(11) 数(r) t値 数（隻）

1.コ冶船類 logGT= 3.422logL-3.496 士0.121 0.97 60.07 157 

2．油槽船類 logGT= 2皐 llogL-2．綿5 士0.135 0.97 192.53 1743 

3.鉱撤船類 logGT = 3. 072log L -2．細 土0.092 0.99 177.62 552 

4．貨物船類 logGT= 2.316logL-1.511 士0.1認 0.84 92.73 3301 

5．旅客船類 logGT= 2位 5logL-l．幽 士0.140 0.97 119.18 790 

6．押曳船類 logGT= 2.0lllogL-0. 735 士0.130 0.89 80.12 1514 

7．巡消船類 logGT = 1. 939log L -0. 702 士0.133 0.94 42.94 225 

4、図ー付5に示した。

図ー付4によると、コンテナ船類、鉱撒船類、油槽

船類では長さ約200m、総トン数1万トンを境に内航船

と外航船が分れている。また、図ー付5の貨物船、旅

客船は約2万トンを上限として分布する。

更に、船種分類別の全長と総トン数に係る回帰式は、

表ー付2で示すように用途により諸元と相関係数 r、

t値に相違が認められた。

例えば、総トン数伍は、コンテナ船類では全長の

3.422乗に比例しているが、巡消船類の船舶では全長の

1.939乗に比例しており小さくなっている。

したがって、船種によって全長に対する総トン数の

分布傾向が異なる。

b) 全長と型幅の相関

船舶の全長と型幅の関係を図ー付6に、また、型幅；

Bの回帰式は式(2)に示した。

logB= 0.673logL-0.152、 a=土0.075 (2) 

相関係数は r=0.88、 t値は171.63である。

図ー付6によると、船舶の全長が150m以上の油槽船

類と鉱撒船類では船型が肥大化している。

(213) 
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例えば、船舶の全長Lが180m以上のコンテナ船の

型幅は、全長に関係なく約35mで一定である。また、

全長lOOm以下の船舶で型幅の標準偏差が20の近傍

にあって、型幅が10mから20mの船舶の多くは押曳船

等の作業船である。

更に、図ー付7によると、肥大度係数 (LIB) は

100m以下の船舶では増加する傾向を示すが、 100m以

上の船舶ではコンテナ船を除くと弓なりに減少して船

型が肥大化している。

したがって、式(2)の使用は注意する必要がある。
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C) 全長と型深さの相関

船舶の全長と型深の関係を図ー付8に、

深さ； Dの回帰式は式(3)に示した。

logD=0.85llogL-O. 789、 a ＝土0.083

9,'-，'’ 

1 0 0 0 

また、型

(3) 

ー一睛輯
---―士2o 

相関係数は r=0.90、 t値は197.73である。また、

型深さDは船舶全長の0.851乗に比例して、超大型船の

型深さの上限は約35mである。

d) 全長と航海速力の関係

航海速力の隻数分布を図ー付9に示した。

船舶の航海速力は、 llktsを中心に1.5ktsから50kts
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の範囲に分布しているが、 7kts未満と30kts以上の船

舶はそれぞれ約1％で少なくなっている。また、 30kts

以上の高速船は近年増加する傾向にある。

更に、全長と速力の間には一般的に相関性はないが、

全長と航海速力の関係を図ー付10に示す。

現状における航海速力；Vの回帰式は、式(4)に示した。

logV=0.253logL+0.605、

相関係数 r=0.57、 t値＝63.7である。

なお、回帰式は船舶の全長が50m未満で、 5kts未満

の低速船と 18kts以上の高速船を除いて求めた。また、

航海速力としては、公式運転時の約85％出力の値を

取った。
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図ー付10

2. 

船舶の全長と航海速力

e) 全長と特性時間の相関

特性時間；ては、船舶が自船の全長の距離だけ進む

時間； uvで定義して、全長と特性時間の関係を図一

付11に、また、特性時間ての回帰式は式(5)に示した。

log T =0.787logL-0.402、 a ＝士0.096 (5) 

相関係数は r=0.86、 t値は157.93である。

高速船の航海速力時の特性時間ては約1秒で小さい

が、大型タンカーのては約50秒となっている。

船舶の諸元と性能特性の関係

船舶の諸元と性能特性の関係は、本文3.2.3章に示し

た操縦性能試験データ 12)を使用して、全長L及び速力V

と性能特性（旋回性能、停止性能）の回帰式を表一
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—躙鵡
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0. 1汀

図ー付11

表ー付3

全長と特性時間の関係

船舶の全長と性能の関係

諸元性能 回 帰 式 標準偏 相関係 係数の データ

logL 差(o) 数(r) t値 数（隻）

1．旋回縦距離 logD,. = l.135logL+0.225 士0.084 0.87 26.67 212 

2.D,./L logDA/L = o. 136logL +o. 225 士0.085 0.21 3.18 212 

3．旋回横距離 logDT = 1. 152logL +o. 218 土0.100 0.84 23.27 212 

4.DT/L logDT/L = 0.1邸logL+0.196 土0.010 0.23 3.44 212 

5.90度旋回時間 logToo = 0. 768logL+O. 258 士0.040 0.91 20.43 82 

6．停止距離 logD・ = 1. 395logL +o. 119 士0.126 0.93 44.18 269 

7.Ds/L logDs/L = 0.395logL+0.119 士0.126 0.61 12. 53 269 

8．停止時同 logT・ = 1. 1061ogL +O. 106 土0.137 0.89 32.10 269 

表ー付4

表ー付5

1 0 0 

薗叫全長 (m)

1 0 0 0 

速力と性能の関係

諸元性能 単 回 帰 式 標準偏 相関係 係数の デーク

lollV 差(a) 数(r) t値 数（隻）

1.旋回縦距離 log D,. = 2.137logV -0. 018 士0.181 0. 79 18.68 212 

2. DA/L log D,./L = O. 449logV-O. 016 士0.081 0.34 5.24 212 

3.旋回横距離 log DT = 2. 237logV -0. 095 土0.119 0. 77 17.69 212 

生 DT/L log D..-/L = 0. 660logV-O. 094 士0.096 0.35 5.42 212 

5.90度旋回時間 logT•o = 1.331logV+0.270 士0.072 0.69 8.71 82 

6.停止距離 log D・=2．詞9logV-0. 043 土0.257 0.71 16.49 269 

1. Ds/L log D s/L = 0. 667logV +o. 135 士0.144 0.43 7. 71 269 

8.停止時間 I lna T・= 1．糾51ogV+O. 398 土0.257 0.54 10. 73 269 

全長および速度と性能の関係

諸元性鮨 重回帰式 重相麗 係款L係数V D.W 

係敷(r)の t値 のt値 比

1．旋回縦距離 呻•= 0.II匁logL+0.01logV-0.016 0郎 10.心 紅 45 1.71 

2.D^/L  
b四』＝ー 0.10710吐＋ 0.oll暗V-0.016 035 1.26 15.46 L71 

3．旋回横距離 細釦 ＝ 0.8砂 0吐＋ 0.”7IogV-0．砂 0.116 &7 S32 1.61 

4ふ／L b恒叫—-O.tlO!ogL + 0.73加 gV-0．砂 0ぷ “LO 匹 2 1.67 

5．雄1ii1時閏 ”.. ＝ o.6141ogL + 0.13加 gV+O寧 031 &11 338 L07 

6．停止距離 ＇嗜 ＝ L2四喧L+0.3“logV + 0．磁 033 1756 10.75 L36 

7ふ／ L logl叫 ＝ しお珈gL+ 0.35UogV + 0.0印 057 354 10.75 1.36 

8.T• logTs = 1.2391o吐ー 0.4畑 ogV+O雌 4 0.90 17.45 -lS.13 1ぷ

（付3、付4) に、 LとVによる重回帰式を表ー付5に示

した。

a) 船舶の旋回性能の概要

ここでは、全長L及び速力Vと旋回性能の関係を示し

た。

(215) 
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l) 全長と旋回径の相関

全長と旋回横距(DT/L）の関係を図ー付12に、また、

旋横距(DT/L）の回帰式は式 (6,7) に示した。

logDA/L=0.135logL+0.225、 aA＝土0.085 (6) 

logDT/L＝0.158logL+0.196、m＝士0.010 (7) 

相関係数は（い＝0.21、い＝0.23)、 t値は (tA=

3.18、tT=3.34)である。

式 (6,7)は、全長に対する依存性が小さいことを示

している。

そして、一般船では (DAIL)~4.5 と、 (DT/L） ~5

の範囲にあるが、高速船では (DA/L)~10以上にある

ため、高速船はこの回帰式を適用できないことが分

かった。

なお、図ー付12とでは、横軸 (logL)のメッシュ：

0.04毎に取り出した (DA/L）と (DT/L)の対数平均を

黒丸（●）で、また、高速船を (0)で、更にデータ

の分布範囲を縦の棒線で示している。
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図ー付12 全長と旋回横距離の関係

2) 全長と旋回時間の相関

航海速力を旋回初期速力として、 35度転舵した場合

の90度旋回所要時間； T，。（secO) と全長の関係を表一

付3と表ー付4の5番目の式に示した。

全長と無次元化90度旋回時間の関係を図ー付13に、

また、無次元化90度旋回時間； T，。Iては式(8)に示した。

logT,。／て＝0.109logL+0.396 (8) 

そして、高速船を除くと (T,。I て） ~5 の範囲で90

度旋回が可能であると考えられる。

(216) 

なお、図ー付13では、横軸 (lgL)のメッシュ；0.04

毎に取り出して、 T,。／ての値を黒丸（● :在来船）で

また、 (O) は高速船を示している。
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図ー付13 全長と90度旋回時間の特性時間比

3) 速力と旋回径の相関

船舶の全長で無次元化旋回横距離と速力V (kts)の

関係を図ー付14に、また、旋回径 (DAIL、DT/L）の回

帰式は式 (9,10) に示した。

logDA/L＝0.449logV-0.016、aA＝士0.081

logDT/L＝0.550logV-0.094、m＝土0.096

100 

。
―
-
＝
」

1

]
占

一躙麟
o ---
＼ 

土2o

枷... ?11ト

／ 
ヅ叫雌

゜
..、．．．......．．令．．．．會

100 1000 

馴全長 (m)

①

⑩

 

----±2o 
加<-りう刀→0

f1,暉→0

TSL 

¥|．  

l 
l 10 100 

麟遠力 (kts)
図ー付14 旋回横距離の速力依存性
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相関係数は（い＝0.34、 tT=0.35)、

5.2、 t T=5.4)である。

図ー付14によれば、 20ktsの時の旋回径はlOktsの時

に比較して約20％大きくなるが、約47ktsの高速船で

は回帰式の約2倍になっている。

したがって、旋回性能は全長Lに比べて、速力依存

性の傾向が大きい。また、高速船では回帰式からの分

散が大きい。

なお、図ー付14では、横軸 (logV)のメッシュ：

0.04毎に取り出した値 (DA/L、DT/L) の平均を黒丸

：在来船）と白丸 (0:高速船）で、データの分

布範囲を縦の棒線で示す。

t値は (tA= 

4) 全長及び速力と旋回径の相関

旋回性能は、全長と速力に関する重回帰式で求めて、

重相関係数と t値及びダービン・ワトソン比； D.Wを

表ー付5に示した。

旋回径 (DA、DT)

した。

logDA=0.892logL+ 

logDT=0.899logL+ 

重相関係数と t値及びダービン・ワトソン比は(rA

=0.89、 tL=l0.43、 tv=l5.46、D.W=l.71) と、

(f T=0.86、 tL=S.77、 tv=l5.22、D.W比＝1.61)

である。

また、実測データの LとVを用いて、式 (11,12)の

重回帰式で旋回径を計算した推定値と、実測値の旋回

横距離の関係は図ー付15に示した。
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の重回帰式は、式 (11,12) に示
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図ー付15 旋回横距離の実測値と推定値の関係
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5) 全長及び速力と90度旋回時間の相関

90度旋回時間； T90の重回帰式は、式(13)に示した。

logT,。=0.614logL+0.137logV+0.396 (13) 

回帰式の重相関係数と t値及びダービン・ワトソン

比は (r=0.91、 tL=8.11、 tv=3.38、D.W=l.07)

である。また、実測データLとVを用いて式(13)の90度旋

回時間を計算した推定値と実測値との関係は図ー付

16に示した。
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図ー付16
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90度旋回時間の実測値と推定値の関係

b) 船舶の停止性能

全長及び速力と統計的停止性能の関係を次に示し

た。

l) 全長と停止距離の相関

無次元化停止距離； Ds/Lと全長の回帰式は、式(14)に

示した。

logDs/L= 0.667logV + 0.135 a ＝土0.144 (14) 

相関係数と t値は (r=0.43、 t値＝7.71)である。

停止距離； DSの回帰式は、式(15)に示した。

logDs = 0.395logL+ 0.119、 a ＝土0.126 (15) 

相関係数と t値は (r=0.61、 t=12.53)である。

そして、停止距離の上限は、 (Ds/L)~20の範囲に

ある。

なお、ジェットフォイルではウオータジェットを逆

噴射して緊急停止するので無次元化停止距離は約5.5

倍から6.6倍になって、在来船に比較して非常に短くな

るが、機関停止による航走停止距離は在来船の停止距

離特性に相当して長いので、操船の安全性を考慮して、

(217) 
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高速船の場合は機関停止航走距離のデータを用いた。

2) 全長と停止時間の相関

全長と停止時間の関係を図ー付17に示した。

表ー付3の8番目の式によると逆転制動時の停止時

間Ts(sec) は全長 Lの1.106乗に比例して、相関係数

とt値は (r=0.89、 t値＝32.10)である。

重回帰式のダービン・ワトソン比の有意性は低いの

で、 LとVの他にも影響を与える要素があることが考え

られる。
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図ー付17 全長と停止時間の関係

3) 全長及び速力と停止時間の相関

停止時間； Tsの重回帰式は、式(16)に示した。

logTs= l.239logL+0.490logV +0.404 (16) 

重相関係数と偏回帰係数の t値及びダービン・ワト

ソン比は(rs=0.90、 tL=l 7.45、 tv=-15.13、D.W=

1.25)である。また、実測データL、Vを用いて式(16)の

重回帰式で停止時間を計算した推定値と実測値との関

係は図ー付18に示した。
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停止時間の実測値と推定値の関係
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